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はじめに 
 

 

排出事業者が産業廃棄物の処理責任を全うし、適正処理に取り組むためには、それぞ

れの業種ごとに異なる産業廃棄物の処理の際の留意点を十分に理解することが必要で

ある。 

そこで、（公財）日本産業廃棄物処理振興センター（以下「JW センター」という。）

では、環境省から委託を受けて、主要産業のうち、産業廃棄物の委託処理量が多い建設

業を対象に、土木、建築、住宅、道路工事等からの産業廃棄物の排出事業者の立場と、

アスファルト合材工場の産業廃棄物の受入れという処分業者の立場における、産業廃棄

物の適正処理に関する取組事例を調査し、排出事業者責任の徹底と産業廃棄物の適正処

理に関する体系立った理解や意識の向上を促すことを目的とした事例集を作成するこ

ととした。 

令和 4 年度産業廃棄物排出・処理状況調査（環境省）によると、令和 3 年度の「建設

業」の産業廃棄物業種別排出量は約 75 百万 t であり、「電気・ガス・熱供給・水道業」

の約 1 億 t、「農業、林業」の約 81 百万 t に次ぐ第 3 位の排出量で、排出量全体の約

20%を占めている。また、電子マニフェストの業種別登録件数（JW センター報告）は

「建設業」が最も多く、令和 4 年度の登録件数が約 16 百万件で全業種の約 40%を占め

ており、登録件数 2 位の「卸売業・小売業」の約 2 倍の件数となっている。 

建設業における産業廃棄物の適正処理については、環境省が「建設廃棄物処理指針（平

成 22 年度版）」を示しており、指針に則った建設廃棄物の適正処理の徹底を図ってい

る。 

また、建設リサイクル法に基づきアスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊、

建設発生木材等のリサイクルの取組みが推進されており、「建設リサイクル推進計画

2020」（国土交通省）においても、建設廃棄物全体のリサイクル率 98%以上という高

い目標が掲げられている。今後は、廃プラスチック類のリサイクルの推進等、循環型社

会形成により一層、寄与することが求められている。 

さらに、近年は、不法・危険盛土の対策として、廃棄物混じり土の発生防止のために

土と廃棄物の分別の促進や適正処理の徹底を図るための新たな法制度の創設やガイド

ラインの整備等が行われている。 

このように、建設業では長年、産業廃棄物の適正処理やリサイクルの取組みが推進さ

れてきたが、本事例集では建設業者の具体的な取組みに関する優良事例を調査し、業界

全体のさらなる適正処理、リサイクルの推進に貢献することを目指し、「業種別事例集

作成委員会」（巻末委員名簿参照）において事例集の内容を検討した。検討結果を基に

とりまとめた事例集は、第 1 章「事例編」、第 2 章「各委託処理段階におけるポイン

ト」、第 3 章「参考資料リンク集」の構成となっている。第 1 章では、「総合建設分

野」、「住宅建設分野」、「道路建設分野」の 3 部構成とし、各企業における取組事例

を掲載した。第 2 章では、産業廃棄物の委託処理のステップ順に、委託先処理業者の選

定から産業廃棄物の処理までの一連の流れに沿って事例をとりまとめたほか、電子マニ

フェストの運用方法、その他適正処理、リサイクル等の取組みに関する事例を掲載した。 

建設業の排出事業者において、本事例集を参考に、産業廃棄物の適正処理やリサイク

ルの推進により一層、努めていただきたい。 

 

 

令和 6 年 3 月 

公益財団法人 日本産業廃棄物処理振興センター 
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第 1章 産業廃棄物の適正処理の取組事例 
 

産業廃棄物の適正処理及び電子マニフェストの活用に取り組む建設業者 8 者の事例を紹

介する。 

 

第 1 編 総合建設分野における取組事例 

事例 1 株式会社竹中工務店 

事例 2 戸田建設株式会社 

事例 3 松江土建株式会社 

事例 4 株式会社山野建設 

 

第 2 編 住宅建設分野における取組事例 

事例 5 住友林業株式会社 

事例 6 積水ハウス株式会社 

 

第 3 編 道路建設分野における取組事例 

事例 7 大林道路株式会社 

事例 8 株式会社ガイアート 
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第 1編 総合建設分野における取組事例 

事例 1 株式会社竹中工務店 
 

企業行動規範において「地球環境への貢献」を定めており、脱炭素社会に向けた環境建築

の創出、環境性能向上、環境負荷低減を推進、資源循環社会の実現に貢献する建設リサイク

ル活動を発展させた 3R 活動を推進し、事業活動に起因する環境汚染や環境負荷などのリス

ク対策に取り組んでいる。 

 

 

1. 概要 

本社所在地 大阪府大阪市中央区本町四丁目 1 番 13 号 

資本金 500 億円（令和 5 年 3 月現在） 

従業員数 7,751 人（令和 5 年 1 月現在） 

主な事業内容  建築工事及び土木工事に関する請負、設計及び監理 

 建設工事、地域開発、都市開発、海洋開発、宇宙開発、エネルギー

供給及び環境整備等のプロジェクトに関する調査、研究、測量、

企画、評価、診断等のエンジニアリング及びマネジメント 

 土地の造成並びに住宅の建設 等 

受注形態  建築 100％ 
 

 

2. 産業廃棄物に関する情報 
(1) 排出する主な産業廃棄物（令和 4年度実績） 

○ 産業廃棄物※：がれき類（コンクリート塊） 約 90 万 t、汚泥（建設汚泥） 約 24 万 t、 

木くず 約 3 万 t、廃プラスチック類 約 2 万 t 

※ 特別管理産業廃棄物以外の産業廃棄物。 

○ 特別管理産業廃棄物：廃石綿等 約 1 万 t（建物の改修と解体工事で発生） 

※ 排出量は、マニフェストで集計した委託処理量で、公表しているおおよその量である。 

※ 一部の金属くずや段ボールは有価物として売却している。 

 

(2) 主な産業廃棄物の処理・リサイクル方法とリサイクル率（令和 4年度実績） 

○ 処理・リサイクル方法 

 委託契約書に記載した処理方法、リサイクル方法で中間処理業者が産業廃棄物の種類

ごとに処理、リサイクルを実施している会社に搬出している。 

○ リサイクル率 ： 96.3%  

※ 建設汚泥と特別管理産業廃棄物を除いた産業廃棄物のリサイクル率を集計、公表

している値である。 

※ 処分業者にリサイクル品目を確認し、報告される産業廃棄物の品目ごとの数量か

らリサイクル率を算出している。 

※ リサイクル率は熱回収を含む。 
 

 

3. 委託先処理業者選定 
(1) 処理業者の情報収集 

 処理業者のホームページの公開情報を確認している。 
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 同業他社等の事業所外からの情報を確認している。特に紹介により、初めて委託契約を

行う予定の処理業者について、他社で委託した際の状況について口頭で情報を聞き取

っている。 

 定期的に行っている委託契約先への実地確認で、処理状況等を確認している。 

 

(2) 選定方法・選定基準 

 処理業者選定のためのチェックリストを作成しており、保管基準を遵守しているか、施

設での許可看板の設置状況、安全設備（手選別機械の安全装置等）の整備状況等の約 20

項目を確認している。 

 上記のチェックリストに基づいて実地確認を行い、委託する産業廃棄物を適正に処分

することができる施設であることを確認している。 

 産業廃棄物処理業許可証により許可品目、許可期限、許可エリア等を確認している。 

 電子マニフェストを使用しているかを確認する。 

 委託契約書の確認を本支店の安全環境部が行っている。処理料金が安すぎると判断し

た場合は契約書を差し戻して、現場担当者が処理業者に対して処理料金が安い事情を

聞き取ることとしている。 

 リサイクルが可能であるかを確認している。 

 排出事業場から近い施設を選定している。 

 処理業者の過去の事故等も選定の際に考慮している。 

 

 

4. 実地確認の実施状況 
(1) 実施する従業員数 

 基本契約の委託先に対しては、本支店の担当者 1 名が実地確認を行う。工事毎に個別

に契約する場合は、工事担当者が実地確認を行う。 

 

(2) 実施頻度・所要時間 

 新規委託契約時と、契約更新時（1 回／年以上）に実施する。 

 複数の処理方法で処理を行う総合中間処理施設では、施設の確認に 1.5～2 時間、事務

所での書類の確認に 1 時間、処理エリアの情報収集に 0.5 時間程度を要しており、実地

確認のために合計で 3 時間程度、施設に滞在している。 

 

(3) 確認対象 

 実地確認は主に中間処理施設を対象としている。 

 直接、最終処分業者と委託契約している場合は、1～3 年に 1 回の頻度で、実地確認を

実施している。 

 中間処理業者が契約している最終処分場については、3～5 年に 1 回の頻度で、中間処

理業者が実施する実地確認に同行している。 

 

(4) 確認内容 

 実地確認では、チェックリストに則って、処理工程、管理体制（作業手順書、緊急時の

連絡体制等の整備状況）、産業廃棄物の保管状況、リサイクル製品の販売実績、近隣住

民とのコミュニケーション等を確認している。 

 実地確認では、産業廃棄物の保管状況や施設の処理能力等を重点的に確認している。委

託先の処理能力が低い場合や、処理能力が十分でも他社の産業廃棄物を受け入れ過ぎ

ていて、産業廃棄物が大量に保管されているというような場合は、不法投棄のリスクが

高くなるほか、産業廃棄物を搬入できなくなることにより、工事が止まってしまうこと

も危惧されるため、産業廃棄物を常時、受入れができる、十分な処理能力を有し、維持

していることを実地確認の際に確認している。 
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 リサイクル品については、納品伝票から処理量と販売数量に極端な相違がないかを確

認している。 

 焼却の場合、単純焼却ではなく熱回収を行っているかを確認している。エネルギー効率

等の評価は行っていない。 

 収集運搬業と兼務している委託先がほとんどなので、実地確認では収集運搬車両の表

示や許可証の写しを車両に携帯しているかを確認している。 

 最終処分場では、残余年数や次期計画等を確認し、契約継続が可能かを検討する。 
 

 

5. 委託契約・事前打合せ 
(1) 委託契約 

 基本契約の他に工事ごとに個別契約を締結している。 

 自社で法務部門が確認した約款を作成しており、約款の様式に法定記載事項のほか、反

社会勢力排除、支払条件、情報セキュリティ等の項目を追加している。 

 産廃処理会社や自治体が指定した契約書の様式を使用する場合は、現場担当者、本支店

の安全環境部、法務担当部署が様式の内容を確認する。 

 

(2) 委託する産業廃棄物の性状等の情報伝達 

 委託前に、委託先処理業者と打合せを実施する。 

 処理業者の要望により、契約前に、排出現場で産業廃棄物の現物を確認することがある。

処理業者が産業廃棄物の現物を確認した後に、双方が話し合って、処理費用を決めてい

る。 

 公共関与の産業廃棄物処理施設に委託する場合は、廃棄物データシート（WDS）の提

出を求められることがある。 

 

(3) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 産業廃棄物の引渡し方法、積込手順等を打ち合わせている。 

 電子マニフェストの運用方法を打ち合わせている。 

 汚泥やコンクリート塊等については、過積載防止対策として、1 台の運搬車両にどの程

度、積載するのかという具体的な数量を契約前に決めることとしている。 

 蛍光管や廃溶剤等の産業廃棄物は、専用容器が必要かを処理業者に確認している。 
 

 

6. 電子マニフェストの使用状況 
(1) 電子マニフェストの運用方法 

 令和 4 年度の電子化率は 99.5%であった。 

 電子マニフェストは本支店 7 ヶ所で加入し、ASP※のサービスを利用して電子マニフェ

スト情報を登録している。  

 電子マニフェストの運用については、技術系、事務系の社員への社内研修で周知してい

る。 

※ ASP とは、「Application Service Provider」の略で、業務用ソフトをインターネッ

ト等を通じて顧客に提供する事業者のこと。利用者はインターネット経由で ASP の

保有するサーバにアクセスして、マニフェスト等の廃棄物管理に関する業務用ソフ

トを利用する。（本章では以下同じ。） 

 

(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 ASP の営業から、電子マニフェストと紙マニフェストを一括して管理できるシステム

を紹介され、導入した。 

 導入当初は、PC、携帯電話に不慣れな職員がいたので、ASP の協力を得て社員向けの

説明会を実施した。 
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(3) 電子マニフェスト導入の効果 

 電子マニフェストを導入して、マニフェストに関する業務が軽減し、効率的にマニフェ

ストの管理ができるようになった。 

 処理終了報告の確認期限のアラートにより終了報告の確認漏れがなくなった。 

 

(4) 電子マニフェスト情報の活用方法 

 現場で排出される廃棄物の種類、量等の状況の把握に活用している。 

 マニフェスト情報を社内の産業廃棄物システムに取り込み、多量排出事業者処理計画

の実施状況報告等の自治体（環境部局）への報告書の作成に活用している。 

 ASP のサービスを利用して、マニフェスト情報から廃棄物運搬時の CO2排出量を算出

している。 

 

 

7. 工事現場での廃棄物の保管から処理までの管理 
 工事現場では限られたスペースに、産業廃棄物の保管場所を設けなければならない。こ

のため、頻繁に産業廃棄物の回収を処理業者に依頼して、現場内に設けた産業廃棄物保

管用のコンテナから産業廃棄物があふれないようにしている。 

 現場担当者は産業廃棄物の保管場所を、毎日確認し、その他にも 1 回／月、社内のチェ

ックリストにより確認している（写真 1、2）。また、現場の職長会が設置する環境委

員会でも、委員による産業廃棄物の保管場所の確認を 1 回／週、行っている。 

 保管コンテナには、飛散防止対策のためにネットを被せている。また、水に濡れるとリ

サイクルできない段ボールや石膏ボード等の産業廃棄物は、コンテナに蓋をする、屋内

に保管する等の対策を講じている。 

 排出現場での分別は、社内で設定した分別表により実施している。処分業者と一緒に、

分別表に従って品目を表示した看板を作成し、現場内の産業廃棄物の保管場所に掲示

して、作業員の分別ミスを回避している。また、不適切な分別が見つかった場合は、朝

礼で、作業員に対して、注意喚起する場合もある。 

 分別の種類は、建設系マニフェストの廃棄物の種類と同一としており、分別の種類は、

廃プラスチック類、紙くず、木くず、金属くず、石膏ボード、コンクリート塊、アスフ

ァルト塊、ALC パネル※（広域回収）、グラスウール（広域回収）を分別している。な

お、委託先中間処理業者によって分別の種類を減らしたり、固形燃料（RPF）原料とし

て「可燃物（廃プラスチック類、紙くず）」の分類を追加したりする場合がある。 

※ ALC パネルとは、珪石、セメント、生石灰、発泡剤のアルミ粉末を主原料とし、 高

温高圧蒸気養生という独自の製法により製造した軽量気泡コンクリート建材のこと。

（本章では以下同じ。） 

 

  
写真 1 産業廃棄物分別ヤード        写真 2 分別パトロール状況 
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8. その他適正処理、資源循環、脱炭素の取組み 
 廃棄物管理について、社内研修の実施、外部セミナー等の受講を行っている。 

 協力会社の主催で定期的に協議会が開催されており、本支店の安全環境部の社員が協

議会に出席して、廃棄物管理に関する情報共有や必要な周知を行っている。 

 多数の委託先と基本契約を締結することにより、同じ品目で複数の委託先が確保され、

委託を予定していた施設の事故や自然災害等により処理ができない場合も、他の委託

先で処理が可能な体制になっている。また、各本支店のエリアが重複するように基本契

約を締結しており、複数の都道府県で産業廃棄物の収集運搬を受託することが可能な

業者と契約することにより、急遽、処理会社が対応できなくなった場合でも、県外の処

理会社で対応ができる体制を整えている。 

 解体工事の場合、有害物が含まれた産業廃棄物がないか施工前に調査することが社内

ルールとなっている。 

 焼却、埋立処分を回避しリサイクルすることが脱炭素に貢献すると理解しており、また

プラスチック新法に対応した分別によるリサイクルの推進が必要と考えているので、

廃プラスチックの新しい分別を推進している（写真 3）。 

 一方で、一部の地域では、リサイクルよりも焼却、埋立の費用が安い現状がある。 

 

 
写真 3 プラスチック新法の対応に向けた新しい廃プラスチック分別の試行例 

 

 

 

 取組みのまとめ  
 

 紹介により、初めて委託契約を行う予定の処理業者について、他社で委託した際の状

況について口頭で情報を聞き取っている。 

 

 処理業者選定のためのチェックリストを作成しており、保管基準を遵守しているか、

施設での許可看板の設置状況、安全設備（手選別機械の安全装置等）の整備状況等の

約 20 項目を確認している。 
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 委託契約書の確認を本支店の安全環境部が行っている。処理料金が安すぎると判断し

た場合は契約書を差し戻して、現場担当者が処理業者に対して処理料金が安い事情を

聞き取ることとしている。 

 

 処理業者の過去の事故等も委託先選定の際に考慮している。 

 

 複数の処理方法で処理を行う総合中間処理施設では、施設の確認に 1.5～2 時間、事務

所での書類の確認に 1 時間、処理エリアの情報収集に 0.5 時間程度を要しており、実

地確認のために合計で 3 時間程度、施設に滞在している。 

 

 委託先の処理能力が低い場合や、処理能力が十分でも他社の産業廃棄物を受け入れ過

ぎていて、産業廃棄物が大量に保管されているというような場合は、不法投棄のリスク

が高くなるほか、産業廃棄物を搬入できなくなることにより、工事が止まってしまうこ

とも危惧されるため、産業廃棄物を常時、受入れができる、十分な処理能力を有し、維

持していることを実地確認の際に確認している。 

 

 実地確認においてリサイクル品については、納品伝票から処理量と販売数量に極端な

相違がないかを確認している。 

 

 実地確認では、収集運搬車両の表示や許可証の写しを車両に携帯しているかを確認し

ている。 

 

 最終処分場の実地確認では、残余年数や次期計画等を確認し、契約継続が可能かを検

討する。 

 

 汚泥やコンクリート塊等については、過積載防止対策として、1 台の運搬車両にどの

程度、積載するのかという具体的な数量を契約前に決めることとしている。 

 

 電子マニフェストを導入して、マニフェストに関する業務が軽減し、効率的にマニフェ

ストの管理ができるようになった。また、処理終了報告の確認期限のアラートにより終

了報告の確認漏れがなくなった。 

 

 ASP のサービスを利用して、マニフェスト情報から廃棄物運搬時の CO2排出量を算

出している。 

 

 現場担当者は産業廃棄物の保管場所を、毎日確認し、その他にも 1 回／月、社内のチ

ェックリストにより確認している。また、現場の職長会が設置する環境委員会でも、

委員による産業廃棄物の保管場所の確認を 1 回／週、行っている。 

 

 排出現場での分別は、社内で設定した分別表により実施している。 

 

 多数の委託先と基本契約を締結することにより、同じ品目で複数の委託先が確保さ

れ、委託を予定していた施設の事故や自然災害等により処理ができない場合も、他の

委託先で処理が可能な体制になっている。 
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事例 2 戸田建設株式会社 
 

建設工事の設計・施工・コンサル業務等を行う総合建設業として、国内外の医療・福祉施

設、教育・文化施設の建築工事や、山岳トンネル等の土木工事の施工を行う。近年は、省エ

ネ・省 CO2について先進的に取り組み、令和 7 年度に自社が手掛ける設計･コンサル業務の

うち、ZEB（建築的・設備的工夫を組合せて、年間のエネルギー消費量ゼロを目指した建築

物）相当案件が占める割合を 50%以上とすることを目標としている。 

 

 

1. 概要 

本社所在地 東京都中央区八丁堀二丁目 8 番 5 号 

資本金 230 億円 

従業員数 4,215 人（令和 5 年 3 月現在） 

主な事業内容  建築一式工事、土木一式工事等に関する調査、企画、設計、監理、

施工、その総合的エンジニアリングおよびコンサルティング業務 

 地域開発、都市開発等に関する調査、企画、設計、監理、施工、そ

の総合的エンジニアリングおよびコンサルティング業務 

 不動産の売買、賃貸、仲介、管理および鑑定 

 再生可能エネルギー等による発電事業等 

受注形態  建築約 70%、土木約 30%（受注金額ベース） 

 

 

2. 産業廃棄物に関する情報 
(1) 排出する主な産業廃棄物（令和 4年度実績） 

○ 産業廃棄物※：がれき類 338,973t、汚泥（建設汚泥） 268,827t、 

建設混合廃棄物 9,388t、木くず（建設発生木材） 6,582t 

※ 特別管理産業廃棄物以外の産業廃棄物。 

○ 特別管理産業廃棄物：廃石綿等、廃酸（鉛蓄電池）、廃アルカリ等 297t 

※ 特に取扱いに留意する産業廃棄物は、石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物、

二次電池（主にリチウムイオン電池）である。 

※ 金属くず（スクラップ）（9,534t）、段ボール（18.9t）を有価物として売却している。 

 

(2) 主な産業廃棄物の処理・リサイクル方法とリサイクル率（令和 4年度実績） 

○ 処理・リサイクル方法 

廃棄物の種類 処理・リサイクル方法 

がれき類  破砕（89.8%）、埋立処分（10.2%） 

汚泥（建設汚泥）  造粒・分級（98.9%）、埋立処分（1.1%） 

建設混合廃棄物  選別・破砕（71.3%）、埋立処分・焼却（28.7%） 

木くず（建設発生木材）  熱回収（92.6%）、焼却（7.4%） 

 

○ リサイクル率 ： 95.9%  

※ 処分業者から報告される産業廃棄物の品目ごとのリサイクル率から、各工事や、会

社全体のリサイクル率を集計したものである。 

※ リサイクル率は熱回収を含む。 

※ リサイクル率の集計に売却した有価物や事業系一般廃棄物は含んでいない。 
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3. 委託先処理業者選定 
(1) 処理業者の情報収集 

 各支店の主要な取引先に、取引きを検討している処理業者の情報、評判を確認している。 

 都道府県・政令市のホームページから行政処分等の情報を確認している。 

 処理業者のホームページの公開情報を確認している。 

 （公財）産業廃棄物処理事業振興財団の「さんぱいくん」または「優良さんぱいナビ」

の情報を確認している。 

 
 

(2) 選定方法・選定基準 

 許可期限、許可品目、処理能力、優良産廃処理業者かどうか、電子マニフェストを使用

しているかを確認している。 

 リサイクルが可能な処分業者を優先して選定している。 

 実地確認を行い、委託する産業廃棄物を適正に処分することができる施設であること

を確認している。 

 処理料金は、過去の処理料金の相場よりも安すぎないか確認している。 

 処分業者は収集運搬業者よりも厳密に選定している。 

 工事の下請業者を含め、産業廃棄物の処理を委託するすべての処理業者について、同様

の手続きで選定を行う。 

 処理業者が不適正処理や、追徴課税等の法違反につながるような事案を起こした場合

は取引停止としている。 

 本社が処理業者の違反行為に関する情報を入手した場合は、各支店に当該処理業者と

の契約状況を確認している。 

 

 

4. 実地確認の実施状況 
(1) 実施する従業員数 

 実地確認は各支店の産業廃棄物担当部署や作業所の担当者 1～2 人が行う。 

 社員が研修目的で実地確認に同行する場合や、複数の支店が日程を同時に同じ処理業

者に実地確認を行う場合は、実地確認の人数は 2 名を超える。 

 

(2) 実施頻度・所要時間 

 新規委託契約時と、契約更新時（1 回／年）に実施する。 

 自社の方針として、処理業者との契約前には、直近 1 年以内に実地確認をした記録が

あることを条件としている。契約期間中であっても、前回の実地確認から 1 年以上が

経過している場合には、再度、実地確認をすることとしている。 

 契約しているすべての処理業者の実地確認の実施記録を社内システムで管理しており、

前回の実地確認の日付から 1 年を経過した場合は、アラートを出すようにしている。 

 遠方の施設については、処理業者主体のリモートによる実地確認も可能としている。 

 実地確認の所要時間は 30 分程度／回である。 

 

(3) 確認対象 

 実地確認は主に処分業者を対象としている。工事現場を管轄する自治体が条例で収集

運搬業者の実地確認を義務付けている場合は、条例で求められる確認事項について収

集運搬業者の実地確認も行う。 

 最終処分場については、中間処理業者が最終処分業者の実地確認を実施しているかを

確認している。 
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(4) 確認内容 

 適正処理の遵守状況を重要視しており、処理工程、保管状況等を確認している。 

 処理不可物を受け入れていないか確認している。 

 処理困難物（篩下残さ、再生砂、B ガラ※、埋立処分物）を中心に、2 次委託先との契

約書や 2 次マニフェストの内容、2 次委託先での処理状況を確認している。 

※ 瓦等、再生砕石の原料になりにくい色付きのガラ。 
 

 

5. 委託契約・事前打合せ 
(1) 委託契約 

 令和 4 年度は、収集運搬・処分を兼務する処理業者 223 社、収集運搬業者 338 社、処

分業者 314 社と委託契約を締結した。 

 建設六団体副産物対策協議会発行の建設廃棄物処理委託契約書の様式を利用している。 

 ASP のサービスを利用して電子契約を導入している。 

 電子契約の場合は、処理業者が作成した契約書案を、各支店の産業廃棄物担当部署が確

認し、承認が得られた後に、契約を締結する。令和 4 年 9 月末時点で、すべての産業廃

棄物処理委託契約のうち、電子契約の割合は 72.7%である。 

 ASP が提供する機能で、委託契約時の委託品目と許可情報の整合が取れない場合は契

約できないシステムとなっている。 

 紙の契約書の場合は、各工事作業所が処理業者に契約予定数量や品目等の情報を提供

し、処理業者が契約書案を作成する。その後、支店の環境担当部署が契約書案を確認し、

産業廃棄物担当部署が支店長名で押印することで契約を締結している。 

 

(2) 委託する産業廃棄物の性状等の情報伝達 

 委託時に、産業廃棄物の種類や数量等の基本的な情報を処理業者に伝達し、不足する情

報について処理業者から質問があれば、追加で情報提供している。 

 

(3) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 本社の環境部門で、産業廃棄物の引渡し時の手順を含めた廃棄物全般に係る手順を取

りまとめ、「環境管理の手引」（図 1）として発行し、社内で展開している。 

 産業廃棄物の引渡し時には、廃棄物の引渡方法、積込手順、電子マニフェストの運用・

処理終了報告の確認方法、過積載の防止対策を打ち合わせている。 

 各支店の主要取引先と定期的に会合又は面会の機会を設け、産業廃棄物の適正処理に

係る情報交換や自社ルールの伝達を行っている。 
 

 

6. 電子マニフェストの使用状況 
(1) 電子マニフェストの運用方法 

 令和 4 年度のマニフェスト件数（電子と紙の合計）は、120,534 件（電子マニフェスト

97%、紙マニフェスト 3%）であった。 

 電子マニフェストは本社で加入し、ASP のサービスを利用して登録している。 

＜ASP のサービスを介した電子マニフェスト使用の流れ＞ 

① 各工事の作業所が社内システム上で廃棄物管理計画を策定し、排出予定の廃棄物の

品目・数量等を登録し、委託処理業者を選定・決定する。 

② 委託処理業者と電子契約を締結し、ASP のサービスを介して社内システムに契約情

報を取り込む。 

③ 廃棄物管理計画と委託契約の内容の整合が取れた場合に、電子マニフェストシステ

ム上に工事情報が登録され、初めて電子マニフェストが使用できるようになる。 

④ 廃棄物が発生した際には、作業所の現場担当者が、スマートフォン・タブレットを

利用して電子マニフェスト情報の登録の作業を行う。 
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図 1 社内手順書「環境管理の手引」 

 

 紙マニフェストの場合は、各支店の産業廃棄物担当者が契約状況を確認した後、紙マニ

フェストに必要な情報を印字し、工事現場に郵送している。 

 

(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 マニフェストの電子化による業務効率化を試算し、メリットがあると判断して導入し

た。 

 導入当初は、本社や支店の担当者と現場担当者の間の調整や連携の面で苦労したほか、

処理業者の加入者が少なかったことで、電子化がなかなか進まず、紙と電子の併用によ

る業務の煩雑化が課題であった。 

 

(3) 電子マニフェスト導入の効果 

 電子マニフェストを導入し、ASP のサービスや社内システムと連携した結果、効率的

にマニフェスト管理が行えるようになり、紙マニフェストのみを運用していた時より

も、業務が 95%程度は効率化されたものと感じている。 

 電子マニフェストの導入により、マニフェストの交付漏れ、記入漏れ、紛失・汚損等の

リスクがなくなったほか、ASP が提供する機能を用いて、契約した品目に記載のない

品目の電子マニフェスト情報の登録を防止することができるため、適正処理の遵守が

徹底された。 

 電子マニフェスト導入以前は、処理業者の処理終了報告が漏れていても、本社や支店が

すぐに把握することができなかったが、導入後は、報告漏れを本社・支店部門でも検出

できるようになり、廃棄物管理の精度やコンプライアンスの向上につながっている。 

 

(4) 電子マニフェスト情報の活用方法 

 電子マニフェスト情報は、社内システムと連携して工事現場から排出される産業廃棄

物の品目や数量の把握、産業廃棄物処理費用に係る経理業務に活用しているほか、多量

排出事業者処理計画の実施状況報告等の自治体（環境部局）への報告に活用している。 
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7. 工事現場での廃棄物の保管から処理までの管理 
 本社の環境部門が作成した「環境管理の手引」を参考に、産業廃棄物の保管から処理ま

での社内ルールを整理しており、各工事の規模や処理業者の処理能力等に応じて、現場

での分別の種類や、作業員への分別教育の内容を調整している。 

 作業員への分別方法の周知のための資料（分別ボックスに掲示する資料等）は、現場と

委託先処分業者が打合せをしながら現場の状況に合ったものを作成している。 

 「環境管理の手引」は国や各関係団体等の複数のマニュアル等を参考に作成したもの

である。現場の担当者の負担軽減を図るために、現場担当者が様々な文書を閲覧しなく

ても、「環境管理の手引」のみを閲覧すれば、廃棄物関連の業務を円滑に進められるよ

う、関係書類が一本化されている。 

 すべての工事現場において副産物削減策を展開し、梱包材の削減、有価物での搬出、広

域認定制度を利用した処理、プレカットの推進等に取り組んでいる。 

 混合廃棄物等のリサイクルされにくい品目の発生量を削減するため、工事現場におけ

る分別を徹底している。各支店がモデル現場として選定する工事現場では、処理業者の

処理能力によって、廃プラスチック類を塩ビ管、非塩素硬質プラ、非塩素軟質プラ等に

現場で分別し、リサイクル率の向上に努めている（写真 4）。 

 特に産業廃棄物の発生量削減が求められるゼロエミ推進現場では、ロックウールや

ALC の分別等、他の現場よりも、分別区分を細かく設定している。 

 工事現場の作業員は、廃プラスチック類の分別ボックスに掲示されている分別例の写

真を参考に、廃プラスチック類を種類ごとに分別している。作業員が分別の判断に迷っ

た場合に正しい分別方法を伝える専属の担当者を配置する場合もある。 

 石膏ボードのリサイクルを推進するために、混合廃棄物と分けて排出すること、広域認

定制度を活用することを徹底している。 

 

 
写真 4 モデル現場における廃プラスチック類の分別の様子 
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8. 社内システムによる廃棄物管理の流れ 
 現場担当者が産業廃棄物の発生抑制やリサイクルのための目標を社内システムで工事

着工前に設定し、竣工後に実施状況を入力する画面を設けている。 

 社内システムで、現場ごとに適用される環境法令を一覧表示させて（図 2）、各法令で

求められている報告等の義務やその義務の履行状況を一目で把握できるようにしてい

る。社内システムで、委託先処理業者の実地確認の実施状況、委託先処理業者の許可情

報や契約状況、委託先処理業者が熱回収認定業者であるか、現場で発生する電子・紙マ

ニフェストの使用状況等を管理している。 

 現場の担当者が発生抑制やリサイクルの取組みの進捗状況を常時、確認できるよう、社

内システムで、産業廃棄物の品目別の排出数量やリサイクル率をリアルタイムで表示

している（図 3）。 

 社内システムで石綿含有有無の事前調査結果の実施状況を管理しており、法律上の期

限の 2 週間前までに実施報告がない場合はアラート機能で通知している。 

 工事における CO2 削減を目標としている現場では、CO2 の予測排出量と実績排出量か

ら、工事期間中の月ごとの CO2削減量を算出し、社内システムで管理している（図 4）。 

 

 
図 2 社内システムの画面①（現場ごとに適用される環境法令一覧の一部） 
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図 3 社内システムの画面②（排出・リサイクル状況） 

 

 
図 4 社内システムの画面③（現場での CO2削減量の管理） 

 

9. その他適正処理、資源循環、脱炭素の取組み 
 各支店において主要取引先を一堂に会して、廃棄物管理の取組みや環境配慮型燃料の

利用状況等の情報共有を行い、各業者のレベルアップを図っている。廃棄物管理を強化

することにより廃棄物管理への意識が高まり、廃棄物の発生抑制、処理費用の高い品目

の削減（混合廃棄物の発生量削減、石膏ボードの水濡れ防止等）等に取り組むことで廃

棄物処理コストの低減に繋がっている。 

 脱炭素への取組みとして、廃棄物収集運搬車両や処理施設内での重機作業に燃費向上

剤や軽油代替燃料（GTL や BDF）の使用を進めている。 

 再生可能エネルギー（Renewable Energy）の採用も推進しており、2022 年度において

は工事で使用する電力の 61.7%で再生可能エネルギーを採用している。 
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 取組みのまとめ  
 

 自社の方針として、処理業者との契約前には、直近 1 年以内に実地確認をした記録が

あることを条件としている。契約期間中であっても、前回の実地確認から 1 年以上が

経過している場合には、再度、実地確認をすることとしている。 

 

 契約しているすべての処理業者の実地確認の実施記録を社内システムで管理してお

り、前回の実地確認の日付から 1 年を経過した場合は、アラートを出すようにしてい

る。 

 

 処理困難物を中心に、2 次委託先との契約書や 2 次マニフェストの内容、2 次委託先

での処理状況を確認している。 

 

 ASP のサービスを利用して電子契約を導入している。電子契約の場合は、処理業者が

作成した契約書案を、各支店の産業廃棄物担当部署が確認し、承認が得られた後に、

契約を締結する。令和 4 年 9 月末時点で、すべての産業廃棄物処理委託契約のうち、

電子契約の割合は 72.7%である。ASP が提供する機能で、委託契約時の委託品目と許

可情報の整合が取れない場合は契約できないシステムとなっており、適正処理を遵守

している。 

 

 電子マニフェストの導入により、マニフェストの交付漏れ、記入漏れ、紛失・汚損等

のリスクがなくなったほか、ASP が提供する機能を用いて、契約した品目に記載のな

い品目の電子マニフェスト情報の登録を防止することができるため、適正処理の遵守

が徹底された。 

 

 電子マニフェスト導入以前は、処理業者の処理終了報告が漏れていても、本社や支店

がすぐに把握することができなかったが、導入後は、報告漏れを本社・支店部門でも

検出できるようになり、廃棄物管理の精度やコンプライアンスの向上につながってい

る。 

 

 本社の環境部門が作成した「環境管理の手引き」を参考に、産業廃棄物の保管から処

理までの社内ルールを整理しており、各工事の規模や処理業者の処理能力等に応じ

て、現場での分別の種類や、作業員への分別教育の内容を調整している。 

 

 「環境管理の手引」は国や各関係団体等の複数のマニュアル等を参考に作成したもの

である。現場の担当者の負担軽減を図るために、現場担当者が様々な文書を閲覧しな

くても、「環境管理の手引」のみを閲覧すれば、廃棄物関連の業務を円滑に進められ

るよう、関係書類が一本化されている。 

 

 工事現場の作業員は、廃プラスチック類の分別ボックスに掲示されている分別例の写

真を参考に、廃プラスチック類を種類ごとに分別している。作業員が分別の判断に迷

った場合に正しい分別方法を伝える専属の担当者を配置する場合もある。 

 

 現場担当者が産業廃棄物の発生抑制やリサイクルのための目標を社内システムで工事

着工前に設定し、竣工後に実施状況を入力する画面を設けている。 

 

 社内システムで、現場ごとに適用される環境法令を一覧表示させて、各法令で求めら

れている報告等の義務やその義務の履行状況を一目で把握できるようにしている。 
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 現場の担当者が発生抑制やリサイクルの取組みの進捗状況を常時、確認できるよう、社

内システムで、産業廃棄物の品目別の排出数量やリサイクル率をリアルタイムで表示

している。 

 

 工事における CO2 削減を目標としている現場では、CO2 の予測排出量と実績排出量か

ら、工事期間中の月ごとの CO2削減量を算出し、社内システムで管理している。 
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事例 3 松江土建株式会社 
 

島根県下一円の建築工事の施工、土木工事の施工を行い、地域に密着した総合建設業とし

て、また水質浄化技術・自然にやさしい濁水処理技術の開発を目的とした環境事業を新規に

立ち上げ推進している。 
 

 

1. 概要 

本社所在地 島根県松江市学園南二丁目 3 番 5 号 

資本金 3 億円 

従業員数 194 人（令和 6 年 1 月現在） 

主な事業内容  建築工事：学校、病院、事務所ビル、集合住宅、店舗などの施工 

 土木工事：道路、河川、橋梁、トンネル、舗装、緑化、下水道など

の施工 

 住宅工事：一般住宅の設計、施工 

 環境事業：濁水処理技術の開発と展開 

 関連事業：スポーツ施設（ボウリング場）貸し店舗・賃貸マンショ

ンの経営、不動産開発・宅地建物取引事業 

受注形態  土木（道路建設含む）40%、建築 60%（受注金額ベース） 

 受注のほとんどが元請工事 

 

2. 産業廃棄物に関する情報 
(1) 排出する主な産業廃棄物（令和 4年度実績） 

○ 産業廃棄物※：がれき類 2,544t、木くず 1,139t、廃プラスチック類 299t、 

石綿含有産業廃棄物 114t 

※ 特別管理産業廃棄物以外の産業廃棄物。 

○ 特別管理産業廃棄物：汚泥、廃石綿等 648t 

※ 建築の解体工事からの排出が多い。 

※ 石綿含有産業廃棄物、廃石綿等は、工事開始前の石綿の有無を事前調査して把握して

いる。 

※ 金属くずなどの有価物になるものは、処理委託した中間処理業者で回収している。工

事現場から排出する段階で直接、有価物として売却しているものはない。 

 

(2) 主な産業廃棄物の処理・リサイクル方法とリサイクル率（令和 4年度実績） 

○ 処理・リサイクル方法 

廃棄物の種類 処理・リサイクル方法 

がれき類  コンクリート、アスファルト塊を破砕し路盤材やアスフ

ァルト混合物として利用 

 埋立処分 

木くず  チップ化し肥料の添加材として利用、製造した肥料は法

面の植生材の肥料として利用 

 焼却し、廃熱をクリーニング工場等で利用 

廃プラスチック類  汚泥を焼却する燃料等に利用 

 圧縮固化し固形燃料（RPF）として利用 

 埋立処分 

石綿含有産業廃棄物  埋立処分 
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○ リサイクル率 ： 85%  

※ リサイクル率は、委託先中間処理業者に聴取し算定している。 

※ リサイクル率は熱回収を含む。 

 

 

3. 委託先処理業者選定 
(1) 処理業者の情報収集 

 都道府県、政令市のホームページから行政処分の情報を確認している。 

 地元の建設業者間で処理業者の情報交換をしている。 

 委託先が限られるので、長年の取引先が多い。地元の処理業者が不適正処理を行ってい

る等の情報は、すぐに入手できる。 

 

(2) 選定方法・選定基準 

 産業廃棄物処理委託も含めて、すべての業務で、新規契約対象の下請業者に対して、契

約前に協力業者申告書の提出を求めている。産業廃棄物処理委託の場合、提出された協

力業者申告書の中で処理業の許可証、処理能力、安全衛生推進者の設置、苦情対応窓口

の設置等を確認している。申告書により、産業廃棄物処理を専業としない工事の下請業

者も含めて、すべての下請業者の収集運搬業許可証の有無を確認している。 

 工事ごとに施工前に社内で開催する施工検討会（図 5）で現場における委託先を審査し

た上で、工事ごとに委託契約を締結している。 

 上記の協力業者申告書と施工検討会で、選定基準のチェックを行っている。 

 公共工事の場合は、発注者から委託先を指定されることがある。 

 

 

4. 実地確認の実施状況 
(1) 実施する従業員数 

 実地確認は現場担当者 1 名が実施している。 

 

(2) 実施頻度・所要時間 

 状況に応じて実地確認を実施している（公共工事の場合、発注者より求められることも

ある）。現場毎の委託契約となるため、複数の現場で処理を委託している処分業者につ

いては、同じ年に、同じ処分業者に対して、複数回、実地確認をする場合がある。 

 実地確認の所要時間は 1 時間程度／回である。 

 

(3) 確認対象 

 実地確認の対象処理業者は主に中間処理業者である。収集運搬業者、委託契約先の最終

処分業者については、状況に応じて、実地確認を実施している。 

 

(4) 確認内容 

 実地確認では、処分業者の許可証、処理工程、作業手順書、産業廃棄物の保管状況、緊

急時の連絡体制等を確認している。公共工事の発注者の指示で実地確認の実施に関す

る写真提出の必要がある場合は、実地確認で確認した事項を写真撮影し発注者に提出

している。実地確認で重視しているのは、許可証の内容と処理状況の確認である。 

 コンクリート塊、アスファルトコンクリート塊の用途を確認している。帳簿等による販

売実績の確認までは行っていないが、自社が再生材の使用者として再生品を購入して

おり、再生品が実際に販売されていることを確認している。 

 収集運搬業者の実地確認では、積荷の状況、運搬経路を確認している。 
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図 5 施工検討書抜粋 

 

 

廃棄物処理

法、建設リサ

イクル法に関

する事項 
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5. 委託契約・事前打合せ 
(1) 委託契約 

 令和 4 年度は、収集運搬・処分を兼務する処理業者 12 社、収集運搬業者 32 社、処分

業者 17社と委託契約を締結した。主に島根県内の処理業者と委託契約を締結している。 

 工事毎に委託契約を締結している。工事担当者が作成した契約書の内容を工事担当部

署で確認している。確認後、契約書は本社の工事担当部署で保管している。 

 契約締結時に改めて、許可証の品目と委託契約する品目の照合を行っている。 

 （一社）全国建設業協会の委託契約書ひな形を利用している。 

 収集運搬と処分の両方を行っている処理業者とは電子契約を締結している場合がある。

電子マニフェストの使用も含め、収集運搬だけの委託や処分だけを委託する処理業者

よりも収集運搬と処分の両方を委託する処理業者の方が電子化が進んでいる。電子契

約により、収入印紙の費用を節約することができた。 

 

(2) 委託する産業廃棄物の性状等の情報伝達 

 設計図書に基づき産業廃棄物の形状、性状について打合せを実施している。 

 石膏ボードに金属くずが混入している等の情報を処理業者に提供している。異物が混

入していると石膏ボードのリサイクルが難しくなる。 

 解体工事等の工事開始前の石綿の有無の事前調査で発じん性レベル 1～3 を確認し、処

分業者に調査結果を伝達している。収集運搬業者については、指定した表示、荷姿で石

綿含有産業廃棄物を運搬することとしている。 

 解体工事で発生する空調設備等のフロンガスの処理は、解体専門業者に依頼して、適正

に回収、処分している。 

 

(3) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 産業廃棄物の引渡しの方法、積込みの手順、電子マニフェストの運用方法、処理終了報

告の確認方法、過積載の防止対策等について打合せをしている。 

 取扱いに注意を要する産業廃棄物や異物が混入した産業廃棄物について、委託先処理

業者の許可品目を確認の上、産業廃棄物の情報をマニフェストに記載する場合がある。

また、処分業者が工事現場に立ち会って、排出される産業廃棄物を確認したり、撮影し

た写真を処分業者に提供する場合がある。 

 

 

6. 電子マニフェストの使用状況 
(1) 電子マニフェストの運用方法 

 令和 4 年度のマニフェスト件数（電子と紙の合計）は、約 1,800 件（電子マニフェスト

31%、紙マニフェスト 69%）であった。 

 電子マニフェストは本社で加入し、ASP のサービスを利用して登録している。ASP の

サービスに委託契約の情報を入力した後、マニフェスト情報を入力しているが、委託契

約を締結していない品目については入力ができないよう、設定している。 

 紙マニフェストの場合は、社内のワークフローに則って、工事担当者が紙マニフェスト

の作成を総務部に依頼し、総務部が本社のドットプリンタで一括作成、工事現場にて日

付や廃棄物の種類、数量等を記入して、紙マニフェストを交付する。処理業者より返送

された紙マニフェストより最終処分日を確認し、工事完了後に、総務部へ報告し、総務

部が保管している。 

 収集運搬業者の電子マニフェストへの加入が進んでおらず、電子マニフェスト使用の

割合が低い。 
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(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 大手建設業者の下請けとなった際に、元請業者から電子マニフェスト導入の働きかけ

があった。 

 自治体等の発注者から電子マニフェスト使用の働きかけがあった。 

 外部からの電子マニフェストに関する説明会についての情報提供があり説明会に参加

した。説明会で、委託先の処理業者が加入していなければ、電子マニフェストが使用で

きないことを理解した。その時点で周辺地域での電子マニフェストの加入者は少ない

状況であったが、業務効率化等のメリットが期待できると判断し、導入を決定した。 

 電子マニフェスト導入当初は JWNET（Web 方式）を利用していたが、現場事務所に

戻って、都度、運搬車両の情報等を入力し、印刷した受渡確認票を現場に戻って運転手

に手渡すという作業に手間がかかっていた。解決策として、現場で、収集運搬業者が携

帯するスマートフォンを使用（スマートフォンが受渡確認票の代わりとなる）して、そ

の場でマニフェスト登録を行う仕組みの ASP のサービスを導入したことにより、受渡

確認票に係る手間がかからなくなり、利便性を感じている。 

 

(3) 電子マニフェスト導入の効果 

 マニフェストに関する業務が軽減した。人件費で見ると約 70%の事務作業量の削減効

果が得られた。しかし、ASP のサービスの利用料等については約 400%増加しており、

全体の経費は約 160%が増加した。社内の事務担当者及び現場担当者に対してヒアリン

グしたところ、30%～40%程度の業務量の削減を実感していた。 

 電子マニフェストの使用により、廃棄物の種類及び数量等の記入漏れがなくなり、マニ

フェストの紛失等のリスクはなくなった。 

 処理終了報告状況が一覧表で確認できるため、処理終了報告の確認漏れが防止できる

ようになった。 

 事前入力により円滑な電子マニフェストの登録に努めている。受渡確認票の作成、手渡

しは非効率であるため、収集運搬業者が電子機器を積極的に活用できれば、更なる効率

化が期待できる。 

 紙マニフェスト発行時に整理番号（マニフェスト番号）等を事前に控えておき、紛失し

た紙マニフェストがないかをチェックする等の対策を行っていたが、電子マニフェス

トの場合はこの手間がなくなった。 

 現場ではスマートフォンやタブレットで電子マニフェストを使用し、本社においては

マニフェスト情報を確認、管理している。  

 電子マニフェストの使用等により、業務量を削減することができたが、コストは増加し

ている。 

 

(4) 電子マニフェスト情報の活用方法 

 現場の排出状況（排出事業場ごとの廃棄物の種類・量）の把握、多量排出事業者処理計

画等の自治体（環境部局）への報告、マニフェストデータの保存、帳簿の作成のために

活用している。 

 

 

7. 工事現場での廃棄物の保管から処理までの管理 
 産業廃棄物の種類によって排出事業場（建設現場）での保管方法（充填量等）を規定し

ている。 

 状況に応じて各現場の施工計画で発注者に対して、チェックリスト、処理フローを立案

している。 
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 廃棄物混じり土の分別については処理業者と事前打合せを行い、掘り起こした土砂に

廃棄物が含まれている場合等には分析試験を実施する。主な分別方法としては、スケル

トンバケットバックホウにより分別している。分別ができないもの、または人体に有害

なものが混入している場合は最終処分している。最終処分する廃棄物混じり土はトン

袋に入れ運搬、処分することがある。 

 収集運搬業者に対して、積込み時に積荷を確認するほか、定期的に簡易積載荷重計を使

用して計量することにより、過積載防止対策を行っている。 

 現場での分別は、基本的にはがれき類、木くず、廃プラスチック類等の大分類で分別し

ている。その他の少量の産業廃棄物は、コンテナに投入し、建設混合廃棄物として排出

したものを中間処理業者が分別している。また、同じ産業廃棄物が大量に発生する場合

は、分別方法を定めた上で、現場内にコンテナを設置している。 

 

 

8. その他適正処理、資源循環、脱炭素の取組み 
 加入している（一社）しまね産業資源循環協会主催のセミナーに各担当者が参加し、処

理業者や関係者とのコミュニケーションを図っている。 

 適正処理を強化することによる業務量及びコストの増加は特にない。 

 処分業者の処理困難通知への対応については、通知を受け取った際に、行政との打合せ、

指導により対応することとしている。 

 廃棄物の発生抑制については、コピー用紙、丁張材、安全器具等の再利用はもとより、

工事材料等においてもリサイクル製品を積極的に使用している。 

 リサイクル製品を使用することで、工事評価点に加点されることがある。木くずは肥料

化の資源、緑化工事の植生等に使用している。がれき類は再生砕石として、道路路盤材、

再生アスファルト合材、建築工事の基礎等に使用している。 

 再生砕石は新材より安いので使用したいが、島根県では再生砕石が不足している。 

 工事現場、本社で以下の資源循環、脱炭素の取組みを推進している。 

- ZEH 普及目標を定め、不要なエネルギーを使用しないライフスタイルの啓発と新築

住宅における設計段階での提案実施 

- 本社屋上に太陽光ソーラーパネル設置（電源喪失時等の緊急事態でも事業継続する

ための BCP 対策を含む） 

- 昼休憩中の全社消灯 

- 電気自動車及び本社敷地内での EV 充電設備の導入 

- クールビズ、ウォームビズによるエアコン温度設定 

- 排出ガス対策型建設機械の使用 

- 工事仮設電気における太陽光ソーラーパネルの設置（山間部で電柱がないところ） 

- LED 照明の安全施設設置 

- ICT 施工による丁張材（木材等）の使用抑制 

- 石炭灰（フライアッシュ、島根県の火力発電所の石炭灰）を配合したコンクリート

2 次製品の使用及び路盤材、盛土材の利用促進 
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 取組みのまとめ  
 

 委託先が限られるので、長年の取引先が多い。地元の処理業者が不適正処理を行って

いる等の情報は、すぐに入手できる。 

 

 産業廃棄物処理委託も含めて、すべての業務で、新規契約対象の下請業者に対して、

契約前に協力業者申告書の提出を求めている。産業廃棄物処理委託の場合、提出され

た協力業者申告書の中で処理業の許可証、処理能力、安全衛生推進者の設置、苦情対

応窓口の設置等を確認している。 

 

 工事ごとに施工前に社内で開催する施工検討会で現場における委託先を審査した上

で、工事ごとに委託契約を締結している。 

 

 実地確認では、コンクリート塊、アスファルトコンクリート塊の用途を確認してい

る。自社が再生材の使用者として再生品を購入しており、再生品が実際に販売されて

いることを確認している。 

 

 工事毎に委託契約を締結している。契約締結時に改めて、許可証の品目と委託契約す

る品目の照合を行っている。 

 

 解体工事等の工事開始前の石綿の有無の事前調査で発じん性レベル 1～3 を確認し、

処分業者に調査結果を伝達している。収集運搬業者については、指定した表示、荷姿

で石綿含有産業廃棄物を運搬することとしている。 

 

 取扱いに注意を要する産業廃棄物や異物が混入した産業廃棄物について、委託先処理

業者の許可品目を確認の上、産業廃棄物の情報をマニフェストに記載する場合があ

る。また、処分業者が工事現場に立ち会って、排出される産業廃棄物を確認したり、

撮影した写真を処分業者に提供する場合がある。 

 

 ASP のサービスに委託契約の情報を入力した後、マニフェスト情報を入力している

が、委託契約を締結していない品目については入力ができないよう、設定している。 

 

 ASP のサービスを導入したことにより、受渡確認票に係る手間がかからなくなり、利

便性を感じている。 

 

 電子マニフェストの使用により、廃棄物の種類及び数量等の記入漏れがなくなり、マ

ニフェストの紛失等のリスクはなくなった。 

 

 電子マニフェストで処理終了報告状況が一覧表で確認できるため、処理終了報告の確

認漏れが防止できるようになった。 

 

 電子マニフェストは、収集運搬業者が電子機器を積極的に活用できれば、更なる効率

化が期待できる。 

 

 状況に応じて各現場の施工計画で発注者に対して、チェックリスト、処理フローを立

案している。 

 

 収集運搬業者に対して、積込み時に積荷を確認するほか、定期的に簡易積載荷重計を

使用して計量することにより、過積載防止対策を行っている。 
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事例 4 株式会社山野建設 
 

自然に恵まれた伊勢地域において、主要業務である公共工事の施工及びその点検・補修サ

ービスを通じて、地球環境の保全、地域との共生を考え、豊かな環境が将来にわたって維持

されるよう、全社一丸となって、環境保全に取り組んでいる。 

 

 

1. 概要 

本社所在地 三重県伊勢市浦口四丁目 1 番 11 号 

資本金 2,200 万円 

従業員数 59 人（令和 6 年 1 月現在） 

主な事業内容  公共の土木工事（国、県、市）：道路、下水道、河川、宅地造成工

事等の施工 

 上下水道工事における推進工法による施工を得意とする 

受注形態  土木 100% 

 施工場所は主に伊勢市周辺であるが、県全域のほか、愛知県、岐

阜県との県境が施工場所になることもある 

 

 

2. 産業廃棄物に関する情報 
(1) 排出する主な産業廃棄物（令和 4年度実績） 

 がれき類 2,194t（河川護岸の撤去等で発生） 

 木くず 1,034t（山間部の水道タンク設置工事で山を切り開いた際に伐採した木くず等） 

 汚泥 1,407t（下水道工事で発生するベントナイト等） 

※ 工事現場で発生した金属くずを有価物としてスクラップ業者に 8t 売却した。 

※ 工事現場で発生した廃プラスチック類、紙くず、番線、木くずの細かいもの等は同

じダストBOXに投入し、建設混合廃棄物として、計 24t程度を委託処理している。

建設混合廃棄物は、処理施設に搬入後に処理業者が品目ごとに手選別している。 

 

(2) 主な産業廃棄物の処理・リサイクル方法とリサイクル率（令和 4年度実績） 

○ 処理・リサイクル方法 

廃棄物の種類 処理・リサイクル方法 

がれき類  コンクリート、アスファルト塊を破砕し路盤材やアスファルト

混合物として利用 

木くず  チップ化し燃料や肥料の添加材として利用 

 焼却・熱回収 

汚泥  脱水後に埋戻し材として利用 

 

○ リサイクル率 ： おおよそ 100%  

※ リサイクル率は、委託先中間処理業者に聴取した数値を基に算定している。 

※ リサイクル率は熱回収を含む。 

 

 

3. 委託先処理業者選定 
(1) 処理業者の情報収集 

 都道府県、政令市のホームページから行政処分の情報を確認している。 

 委託先は長年の取引先が多く、日常的に実施している打合せの際に、近隣の処理業者に

関する新たな情報を得ている。 
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(2) 選定方法・選定基準 

 実地確認を行い、委託する産業廃棄物を適正に処分することができる施設であること、

リサイクルが可能であることを確認している。 

 契約の打合せ時に許可証の有無を確認している。全ての下請業者の許可証を確認して

いる。 

 公共工事の場合、発注者が処理施設を指定して工事金額を積算しているが、薬液注入工

法の薬液が混入した汚泥などは発注者が指定した施設でも受入れができない場合があ

る。そのような場合は、発注者と協議し、受入れが可能な別の処理施設に委託する。発

注者の指定がない場合は、自社基準に基づいて現場担当者が委託先を選定する。 
 

 

4. 実地確認の実施状況 

(1) 実施する従業員数 

 実地確認は工事部門の担当者 1 名が実施している。 

 

(2) 実施頻度・所要時間 

 社内規定で、1 年に 1 回の頻度で処分業者に訪問して施設の実地確認を行っている。ま

た、公共工事の場合は、工事を受託した際に、各現場の担当者が委託先の処分業者への

実地確認を行っている。 

 実地確認の所要時間は 30 分程度／回である。 

 

(3) 確認対象 

 実地確認の対象は収集運搬業者、中間処理業者である。収集運搬業者については聞取調

査のみを行っている。 

 

(4) 確認内容 

 実地確認では、処理工程、産業廃棄物の保管状況等を確認している。 

 「廃棄物処分・収集運搬業者能力評価チェック表」（図 6）を作成しており、実地確認

の際には、チェック表の項目を確認している。 
 

 

5. 委託契約・事前打合せ 
(1) 委託契約 

 令和 4 年度は、収集運搬と処分を兼務する処理業者 1 社、収集運搬業者 8 社、処分業

者 5 社と委託契約を締結（本社で委託契約をした実績）した。 

 環境担当部署は設置しておらず、環境関連の業務は本社の工事部門が担当している。 

 主な処理業者については、本社が毎年、委託契約を締結する。その他に工事現場の状況

に応じて現場担当者が委託契約書を作成する場合がある。工事現場で作成した契約書

は本社でも内容を確認し、工事期間中は現場事務所で保管、工事の竣工後は本社で保管

する。 

 契約の自動更新は行っていない。委託を継続する場合でも毎年、契約を締結することと

している。契約を締結し直す際に、処理業者の許可証の期限切れがないかを確認してい

る。 

 処理業者の要望で、一部、電子契約を行っている。 

 契約書は、（一社）三重県建設業協会の様式か処理業者が作成した様式を使用している。 

 

(2) 委託する産業廃棄物の性状等の情報伝達 

 委託先処理業者と委託前に打合せを実施し、河川工事から発生する堆積塵芥等、普段あ

まり排出しない特殊な産業廃棄物については、処理業者が現物を確認することもある。 

 薬液注入工法の場合は、汚泥に混入する薬液の情報を処理業者に提供する。 
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※図中評価項目 No2 の「最終処分の場合の許容量」は「最終処分場の残余容量」である。 

※図中評価項目 No3 の「定められた期間内」は「工期内」である。 

 

図 6 廃棄物処分・収集運搬業者能力評価チェック表 

 

 



27 

 

(3) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 紙、電子マニフェストの運用方法を打ち合わせている。 

 汚泥を運搬するバキューム車の場合は、バキューム車に搭載された計量器を用いて、吸

引した重量を計量している。 

 

 

6. 電子マニフェストの使用状況 
(1) 電子マニフェストの運用方法 

 令和 4 年度のマニフェスト件数（電子と紙の合計）は、873 件（電子マニフェスト 2%、

紙マニフェスト 98%）であった。 

 電子マニフェストは本社で加入し、JWNET（Web 方式）を利用している。 

 公共工事の発注者が紙マニフェストの使用を指定することが多い。 

 紙マニフェストは、本社でドットプリンタを用いて各現場の紙マニフェストを印字し

ている。紙マニフェストは、工事期間中は現場で管理し、竣工後に本社で 5 年間、保管

している。 

 

(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 自治体の環境部局から電子マニフェストへの加入の働きかけがあったため、加入した。 

 電子マニフェストを使用するか、紙マニフェストを使用するかは、現場担当者に判断を

委ねているが、電子マニフェストを使用している現場担当者は少ない。 

 処分業者は電子マニフェストに加入しているが、収集運搬業者の加入が進んでいない。 

 

(3) 電子マニフェスト導入の効果 

 電子マニフェストの導入にあたり特に苦労した点はない。 

 電子マニフェストを使用した現場では、通常のマニフェストの交付や確認等の業務は

軽減した。しかし、紙マニフェストも使用しているため、自治体への報告等の集計業務

が煩雑となり、全体の業務量はそれほど変化していない。 

 電子マニフェストを導入しても、提出がなくなるのは管理票交付等状況報告のみであ

る。その他の自治体への報告（例：多量排出事業者処理計画の実施状況報告）は作成が

必要であるため、電子マニフェストによる負担軽減の効果はそれほど実感できない。 

 紙マニフェストの管理を徹底して行っているため、現時点では電子マニフェストを導

入することによる廃棄物管理の適正化という効果は感じられないが、自治体への報告

書等の作成が簡易に行えると導入の効果が感じられる。 

 

(4) 電子マニフェスト情報の活用方法 

 現場の排出状況（排出事業場ごとの廃棄物の種類・量）の把握、多量排出事業者処理計

画等の自治体（環境部局）への報告、マニフェストデータの保存、帳簿の作成のために

活用している。 

 

 

7. 工事現場での廃棄物の保管から処理までの管理 
 過積載防止対策として、ダンプにどこまで積むことができるのかを事前に確認し、その

荷姿を撮影し、バックホウにダンプ荷姿の写真を貼ることにより、オペレーターが写真

を確認しながら積み込んでいる。また、ダンプ荷台に積載可能ラインを表示しラインを

超えないように積込む、簡易重量計量器を使用する等の対策を実施している。 

 

 

8. その他適正処理、資源循環、脱炭素の取組み 
 CO2排出量を電気使用量や燃料使用量から算出している。 
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 取組みのまとめ  
 

 委託先は長年の取引先が多く、日常的に実施している打合せの際に、近隣の処理業者

に関する新たな情報を得ている。 

 

 実地確認を行い、委託する産業廃棄物を適正に処分することができる施設であるこ

と、リサイクルが可能であることを確認している。 

 

 

 「廃棄物処分・収集運搬業者能力評価チェック表」を作成しており、実地確認の際に

は、チェック表の項目を確認している。 

 

 主な処理業者については、本社が毎年、委託契約を締結する。その他に工事現場の状

況に応じて現場担当者が委託契約書を作成する場合がある。 

 

 契約の自動更新は行っていない。委託を継続する場合でも毎年、契約を締結すること

としている。契約を締結し直す際に、処理業者の許可証の期限切れがないかを確認し

ている。 

 

 薬液注入工法の場合は、汚泥に混入する薬液の情報を処理業者に提供する。 

 

 過積載防止対策として、ダンプにどこまで積むことができるのかを事前に確認し、そ

の荷姿を撮影し、バックホウにダンプ荷姿の写真を貼ることにより、オペレーターが

写真を確認しながら積み込んでいる。また、ダンプ荷台に積載可能ラインを表示しラ

インを超えないように積込む、簡易重量計量器を使用する等の対策を実施している。 
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第 2編 住宅建設分野における取組事例 

事例 5 住友林業株式会社 
 

住友林業グループは、持続可能な循環型社会の構築のために、「住友林業グループ環境方

針」に基づき、各事業のプロセスにおいて産業廃棄物の発生抑制・再利用・リサイクルによ

るゼロエミッションを推進している。 2030 年までの長期ビジョン「Mission TREEING 

2030」の重要課題のひとつに「森」と「木」を活かしたサーキュラーバイオエコノミーの実

現を掲げ、リサイクルやゼロエミッションの促進による資源保護などの環境負荷低減への

取り組みを推進している。 

 

 

1. 概要 

本社所在地 東京都千代田区大手町一丁目 3 番 2 号 

資本金 550 億円（令和 4 年 12 月現在） 

従業員数 21,948 人（令和 4 年 12 月現在） 

主な事業内容 資源環境事業、木材建材事業、建築・不動産事業、住宅事業、生活

サービス事業 

受注形態  住宅事業では、年間約 8,200 棟（令和 5 年度実績）の建設工事を

受注 

 住宅建設の約 30%は集合住宅の建設工事 

 

 

2. 産業廃棄物に関する情報 
(1) 排出する主な産業廃棄物（令和 4年度実績） 

がれき類（コンクリート塊）65,008t、木くず 23,837t、 

がれき類（コンクリート塊以外のレンガ等） 13,657t、 

ガラス・陶磁器くず（瓦、断熱材等） 5,738t 

※ 排出量は、新築施工現場、解体工事現場等の工事現場から排出される産業廃棄物量

を集計している。 

※ 解体工事現場からの排出が最も多い（全体の約 90%）。 

※ 有価物として、廃プラスチック類（84t）、紙くず（2,338t）、金属くず（470t）を

売却した。 

※ 解体工事等における石綿含有有無の事前調査で、石綿含有建材作業レベル 1（発じ

ん性が著しく高い）、レベル 2（発じん性が高い）が判明した場合は、当該物件の受

注はしておらず、特別管理産業廃棄物等の有害な廃棄物を排出していない。 
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(2) 主な産業廃棄物の処理・リサイクル方法とリサイクル率（令和 4年度実績） 

○ 処理・リサイクル方法 

廃棄物の種類 処理・リサイクル方法 

がれき類（コンクリー

ト塊） 

 破砕し路盤材等に利用（95%） 

 埋立処分（5%） 

木くず  破砕し燃料や製紙原料等に利用、熱回収（95%） 

 埋立処分（5%） 

※ 伐採材、伐根材はマニフェストで品目を分けて管理 

がれき類（コンクリー

ト塊以外のレンガ等） 

 破砕し路盤材等に利用（75%） 

 埋立処分（25%） 

ガラス・陶磁器くず

（瓦、断熱材等） 

 破砕しセメント原料や路盤材等に利用（40%） 

 埋立処分（60%） 

※ 紙くず、繊維くずは熱回収を行っている。 

 

○ リサイクル率 ： 94.4%  

※ リサイクル率は熱回収、有価物の売却を含めて算出している。 

※ 事業系一般廃棄物、売電はリサイクル率の算出から除外している。 

 

 

3. 委託先処理業者選定 
(1) 処理業者の情報収集 

 都道府県、政令市のホームページから産業廃棄物処理業者の行政処分情報を確認して

いる。 

 （公財）産業廃棄物処理事業振興財団の「さんぱいくん」または「優良さんぱいナビ」

を確認している。 

 処理業者のホームページで公開情報を確認している。 

 環境関連のコンサルタント会社が提供する行政処分情報照会サービスを利用して、週 1

回、委託先処理業者の行政処分の有無を確認している。 

 既存の委託先処理業者から、他の処理業者の評判、事故、行政処分等の情報を聞き取っ

ている。 

 

(2) 選定方法・選定基準 

 業者選定は各支店が行っている。 

 産業廃棄物処理業許可証により許可品目、許可期限、許可エリア等を確認している。 

 実地確認を行い、委託する産業廃棄物を適正に処分することができる施設であること

を確認している。 

 電子マニフェストの使用を必須としている。 

 処理料金が極端に安くないか確認している。 

 リサイクルが可能であるかを確認している。 

 排出事業場から近いところにある施設を選定する。 

 上記の確認のほか、信用調査会社の調査結果、過去 3 年間の業績等を確認し、支店が選

定した処理業者を本社担当部署が承認することにより、委託先処理業者が決定する。 

 

 

4. 実地確認の実施状況 
(1) 実施する従業員数 

 全国の 6 拠点に処理場実地担当者を 1 名配置しており、実地確認は、各支店の責任者

と各拠点の処理場実地担当者の 2 名で行う。 
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(2) 実施頻度・所要時間 

 新規、更新に関わらず、全委託先に対して年 1 回実施する。 

 実地確認には 1～2 時間要する。 

 

(3) 確認対象 

 実地確認は、直接委託契約をしている中間処理施設と最終処分場を対象としている。 

 

(4) 確認内容 

 自社で作成した実地確認のチェックリストを使用して実地確認を行っている。 

 実地確認では、処理工程、管理体制（作業手順書、緊急時の連絡体制等の整備状況）、

産業廃棄物の保管状況、近隣住民とのコミュニケーション、従業員のあいさつ対応等を

確認している。 

 委託する産業廃棄物の品目ごとに、処理工程の処理前、処理中、処理後の写真を撮影し、

契約した処理方法で処理されていることを確認している。 

 処理後のリサイクル製品の販売先が、委託契約書に記載の販売先であるか確認してい

る。また、回答可能な場合はリサイクル製品の販売単価を確認している。 

 実地確認の際に、最も重視している事項は、保管量と年間受入量に対する処理能力から

受け入れた産業廃棄物が滞りなく適正処理されていることを確認している。保管量が

多い場合は産業廃棄物の受入れが難しいと判断する。 

 実地確認の終了後に、実地確認の担当者が「処理場現地確認書」（図 7）を作成し、支

店で回覧し社内システムに保存する。 

 

 

5. 委託契約・事前打合せ 
(1) 委託契約 

 令和 4 年度は、収集運搬・処分を兼務する処理業者 118 社、収集運搬業者 157 社、処

分業者 367 社と委託契約を締結した。 

 建設六団体副産物対策協議会発行の委託契約書のひな形を使用し、法定記載事項のほ

か反社会勢力排除、支払条件、情報セキュリティ等の項目を追加し自社様式としている。 

 委託契約書は産業廃棄物関連の事務作業を担当する全国 3 ヶ所にある「産業廃棄物事

務センター」（以下「事務センター」という。）が作成、本社担当部署で契約書内容を

確認後、各支店で契約締結をしている。 

 

(2) 委託する産業廃棄物の性状等の情報伝達 

 解体工事の際の特殊な廃棄物の場合は、必要に応じて委託先処理業者と打合せの上、廃

棄物データシート（WDS）、化学物質安全データシート（SDS）を提供している。 

 

(3) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 産業廃棄物の引渡し方法、積込手順、電子マニフェストの運用方法等の手順について、

毎月配信している本社担当部署の情報提供により、引渡し時の注意点等を周知してい

る。 

 解体工事においては、施工完了後にマニフェスト運用等の監査を実施し、マニフェスト

の登録漏れ、処理終了報告の確認漏れ等の監査を実施している。 

 電子マニフェストの運用方法については、マニフェストを作成する事務センターに連

絡コード等の必要な情報を送ること、引渡し時に受渡確認票を収集運搬業者に渡すこ

と等をマニュアルにして運用している。 

 必要な場合は、マニフェストに産業廃棄物の性状等の情報を追加する場合がある。 
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図 7 処理場現地確認書 

 

 

6. 電子マニフェストの使用状況 
(1) 電子マニフェストの運用方法 

 令和 4 年度のマニフェスト件数は約 16 万件で、すべて電子マニフェストを使用した。 

 電子マニフェストの入力等の業務は、事務センターが行っている。 

 収集運搬業者が施工現場で産業廃棄物を回収後、電子マニフェスト受渡確認票の情報

が収集運搬業者から事務センターにメール送付され、事務センターがマニフェスト登

録を行い、最終処分完了までのマニフェスト管理を行っている。 

 金属くず等の有価物の場合も、電子マニフェストを活用して、管理している。 

 月に 1 回、電子マニフェストデータをダウンロードし、委託契約書に記載されている

最終処分の場所との照合を行っている。 

 紙マニフェストを使用していたときは、自社で紙マニフェストを印字して、使用した紙

マニフェストの番号を管理していた。 
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(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 電子マニフェスト導入説明会に参加し、電子マニフェストの使用で産業廃棄物管理が

効率化され、法令遵守も図られることから、メリットが感じられたので、導入すること

とした。 

 大量の紙マニフェストの管理が大きな負担であった。マニフェスト業務の効率化のた

めに電子マニフェストを導入した。 

 導入当時は、処理業者に対して電子マニフェストに加入してもらうことに苦労した。 

 

(3) 電子マニフェスト導入の効果 

 電子マニフェスト導入前より 50%は業務量を軽減できた。 

 電子マニフェストを使用することにより、マニフェスト業務が効率化され、マニフェス

ト情報の管理により適正処理が推進されている。 

 

(4) 電子マニフェスト情報の活用方法 

 現場で排出される廃棄物の種類、量等の状況把握、多量排出事業者処理計画の実施状況

報告等の自治体（環境部局）への報告書作成、廃棄物処理費に係る経理業務、マニフェ

ストデータの保存、帳簿作成等に活用している。 

 電子マニフェスト情報は、毎日、社内システムに取り込んで集計を行っている。 

 

 

7. 工事現場での廃棄物の保管から処理までの管理 
 現場で撮影した産業廃棄物の積込状況、荷姿の写真を社内システムで確認し、過積載が

ないことを確認してからマニフェスト登録を行っている。 

 新築系の産業廃棄物は、全国各拠点で広域認定制度による回収を行っており、新築住宅

建設の現場では、産業廃棄物の現場分別ポスターを作成し 11 品目に分別している。関

東地方では、広域認定制度により新築系の産業廃棄物は、自社が設置する「首都圏資源

化センター」に運搬され、さらに細かく分別した後に、リサイクル可能な処分業者に持

ち込んで、リサイクルしている。 

 解体工事現場では、建設リサイクル法に基づき建設産業廃棄物 9 品目（＋石綿）に分別

している。 

 

 

8. その他適正処理、資源循環、脱炭素の取組み 
 産業廃棄物処理の知識習得のために、入社時に対面での研修を受けるほか、全社員が産

業廃棄物処理に関する e ラーニングを年に 1 回、受講している。また、各支店の現場責

任者は全社員が受講するものよりも高難度の e ラーニングを受講し、知識の習得度を

測るためのテストを受けているほか、各担当に各種産業廃棄物処理に関する研修プロ

グラムを用意し、適宜、受講している。 

 最新の情報を入手するために、外部団体、外部企業のセミナー等を受講し、社内で情報

共有、発信をしている。 

 廃プラスチック類の排出量を削減し、リサイクル率を向上するために、工事中の雨養生

等で使用する養生シートが多く排出されていることから、養生シートのレンタル化を

推進している。 

 実地確認のほか、定期的に処理業者との会議、打合せ等を行っている。 

 委託を予定していた処分業者が処理困難となった場合、自然災害等で受入停止となっ

た場合等の緊急時にも他の処分業者に委託ができるように、産業廃棄物の種類ごとに

複数の処分業者と委託契約をしている。 

 

 



34 

 

 ①循環型森林ビジネスの加速：CO₂を吸収する保護林を拡大し、炭素固定を促す経済林

の伐採・再植林を加速させる「ゾーニング森林経営」を推進。②ウッドチェンジの推進：

木材が持つ炭素固定の価値を訴求しながら、 国産材の競争力強化。③脱炭素設計のス

タンダード化：ZEH、ZEB、LCCM 住宅、ネットゼロカーボンビルの普及と脱炭素建

築の推進の 3 本柱で脱炭素に取組んでいる。 

 

 

 

 取組みのまとめ  
 

 環境コンサルティング会社提供の行政処分情報照会サービスを利用し、週 1 回、委託

先処理業者の行政処分の有無を確認している。 

 

 処理業者の選定基準として、電子マニフェストの使用を必須としている。 

 

 許可情報の確認、実地確認の実施結果等のほか、信用調査会社の調査結果、過去 3 年間

の業績等を確認し、支店が選定した処理業者を本社担当部署が承認することにより、委

託先処理業者が決定する。 

 

 実地確認では、処理工程の処理前、処理中、処理後の写真を撮影し、契約した処理方法

で処理されていることを確認している。 

 

 実地確認の際に、最も重視している事項は、保管量と年間受入量に対する処理能力か

ら受け入れた産業廃棄物が滞りなく適正処理されていることを確認している。 

 

 産業廃棄物の引渡し方法、積込手順、電子マニフェストの運用方法等の手順につい

て、毎月配信している本社担当部署の情報提供により、引渡し時の注意点等を周知し

ている。 

 

 収集運搬業者が施工現場で産業廃棄物を回収後、電子マニフェスト受渡確認票の情報

が収集運搬業者から事務センターにメール送付され、事務センターがマニフェスト登

録を行い、最終処分完了までのマニフェスト管理を行っている。 

 

 金属くず等の有価物の場合も、電子マニフェストを活用し管理している。 

 

 月に 1 回、電子マニフェストデータをダウンロードし、委託契約書に記載されている

最終処分の場所との照合を行っている。 

 

 電子マニフェストを使用することにより、マニフェスト業務が効率化され、マニフェス

ト情報の管理により適正処理が推進されている。 

 

 現場で撮影した産業廃棄物の積込状況、荷姿の写真を社内システムで確認し、過積載

がないことを確認してからマニフェスト登録を行っている。 

 

 新築系の産業廃棄物は、全国各拠点で広域認定制度による回収を行っており、新築住

宅建設の現場では、産業廃棄物の現場分別ポスターを作成し 11 品目に分別してい

る。 
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事例 6 積水ハウス株式会社 
 

不法投棄等に巻き込まれるリスクを回避するために、優良な廃棄物処理業者の協力を得

ることが最も重要と考え、社内で業者選択の基準を定めガイドラインを作成し、委託の可否

を客観的に判断できる基準を定めている。 

さらに、グループ全体への教育も重視し、廃棄物についての基礎知識や処理委託契約書の

作成、特定建設資材のリサイクルを義務付けた建設リサイクル法、その他大気汚染防止法、

フロン排出抑制法等、建設工事に関する環境法令全般について正しい業務を行えるよう各

種マニュアルを作成し、研修等を通じて周知を図っている。 

 

 

1. 概要 

本社所在地 大阪府大阪市北区大淀中一丁目 1 番 88 号 

資本金 2,028 億円（令和 5 年 6 月現在） 

従業員数 14,932 人（令和 5 年 1 月現在） 

主な事業内容  建築工事の請負及び施工 

 建築物の設計及び工事監理 

 造園工事及び外構工事の設計、請負、施工及び監理並びに樹木の

育成及び売買 

 不動産の売買、交換及び貸借並びにこれらの仲介及び代理 

 不動産の管理及び鑑定並びに不動産コンサルティング 

 廃棄物の収集、運搬、処分及び再資源化に関する事業 

受注形態  民間工事・公共工事を多数受注 

 

 

2. 産業廃棄物に関する情報 
(1) 排出する主な産業廃棄物（令和 4年度実績） 

○ 産業廃棄物※：がれき類（コンクリート塊、アスファルト塊、その他） 241,018t、 

廃プラスチック類 13,031t、木くず 75,205t、 

陶磁器くず（廃石膏ボード） 13,523t 

※ 特別管理産業廃棄物以外の産業廃棄物。 

○ 特別管理産業廃棄物：廃石綿等 58t 

※ 排出量は、マニフェスト情報から建材生産工場、施工現場、解体工事現場から排

出される産業廃棄物量を集計している。 

※ 解体工事現場からの排出が最も多い（全体の約 88%）。 

 

(2) 主な産業廃棄物の処理・リサイクル方法とリサイクル率（令和 4年度実績） 

○ 処理・リサイクル方法 

廃棄物の種類 処理・リサイクル方法 

がれき類  コンクリート塊、アスファルト塊を破砕し路盤材やアスファ

ルト混合物として利用 

廃プラスチック類  新築工事で発生したものは破砕・圧縮、溶融固化等により各

種原材料として利用 

 解体工事から発生する塩化ビニル管、ユニットバス等は地域

によって処理施設がなくリサイクルできない場合は埋立処分 

木くず  チップ化し燃料、パーティクルボードの材料等として利用 

廃石膏ボード  新築工事で発生したものは破砕し、エコマークを取得したグ

ラウンド用ライン材「プラタマパウダー」に利用 
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○ リサイクル率 ： 97.6%  

※ リサイクル率は熱回収を含む。 

※ 新築工事では広域認定制度により全量をリサイクルしている。 

 

 

3. 委託先処理業者選定 
(1) 処理業者の情報収集 

 都道府県・政令市のホームページを確認している。 

 （公財）産業廃棄物処理事業振興財団の「さんぱいくん」または「優良さんぱいナビ」

を確認している。 

 処理業者のホームページで公開情報を確認している。 

 既存の委託先処理業者から、他の処理業者の評判、事故、行政処分等の情報を聞き取っ

ている。 

 都道府県・政令市の情報や同業他社の情報で、行政処分の情報を確認している。支店で

処理業者の行政処分を把握したら、本社に対応の相談がある。 

 処理業者の情報（許可品目、許可期限、許可エリア等）は、本社環境推進部が社内シス

テムに入力し、管理している。社内システムで契約書を作成できるようにしているほか、

委託しようとする許可品目、許可期限、許可エリアと処理業者の許可情報をシステム内

で照合、確認している。 

 社内システム（図 8）は、顧客情報システム、車両情報システム、廃棄物回収管理シス

テム等で構成している。社内システムは本社、支店の社内の担当者が情報の入力等の操

作を行うほか、システム内の画面を閲覧することにより、情報を共有している。また、

車両の情報や処分業者の施設情報、マニフェスト情報等については、社内の担当者のほ

か、委託先の収集運搬業者、処分業者の担当者も同システムを使用して情報の閲覧や情

報変更等の操作を行うことができるようにしている。同様に、石綿に関する事前調査の

情報は、グループ会社である施工会社の担当者が同システムを使用して情報の閲覧や

情報変更等の操作を行っている。 

 処理業者に対して、産業廃棄物処理の受託に関する申請書の提出を求めている。収集運

搬を委託する場合は、申請書に運搬車両の車検証等の書類の添付を求めている。提出さ

れた車検証の情報は、社内システムの車両情報システムで管理し、委託先と車両の所有

者が一致しているかを確認している。一致していなければ再委託の可能性が疑われる。

解体工事で収集運搬業者を選定する際に、解体工事の件数に対して保有している車両

の台数が少ない場合は、再委託をしている可能性が疑われるため収集運搬業者に確認

する。また、車両の廃車、新規導入等の情報変更は、収集運搬業者がシステム上で情報

を更新し、変更後の車検証データをアップロードしている。 

 

(2) 選定方法・選定基準 

 業者選定は各支店が行っている。 

 優良産廃処理業者の基準をベースにして委託先処理業者の選定基準を定めている。委

託先処理業者を選定するためのガイドブックを作成しており、ガイドブックに記載さ

れた選定基準に従って、委託先の処理業者を選定する。ガイドブックでは、委託先の処

理業者を選定する際に確認が必要な情報や実地確認の際の確認事項等をまとめたチェ

ックリストを整備している。 

 産業廃棄物処理業の許可証により許可品目、許可期限、許可エリア等を確認している。

許可品目に水銀使用製品産業廃棄物がない場合は、処理業者に対して自治体へ許可品

目の変更申請の提出を依頼することがある。 
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図 8 社内システム 

 

 実地確認を行い、委託する産業廃棄物を適正に処分することができる施設であること

を確認している。 

 電子マニフェストを使用しているかを確認する。 

 1 回だけの委託の場合に、相場と比較して処理費用が安価な場合がある。このような場

合には、支店から本社環境推進部に相談があり、提示された処理料金が妥当であるかを

検討する。解体工事の元請業者が自己処理を行う場合に、処理料金が安価となる場合が

あるが、このような正当な理由で処理料金が安価となっているのか、不適正処理の結果、

処理料金が安価となっているのかを見極める必要がある。施工管理を担当するグルー

プ会社の処理単価の情報などから、一般的な相場の価格を設定しており、設定した相場

の価格の 6 割程度を下回った場合には不適正処理が行われている可能性を疑うことと

している。 

 リサイクルが可能であるかを確認している。 

 

 

4. 実地確認の実施状況 
(1) 実施する従業員数 

 支店の産業廃棄物管理の担当課の上長と担当者の 2～3 名が実地確認を行う。 

 

(2) 実施頻度・所要時間 

 新規の委託契約時に実地確認を実施するほか、既存の委託先処理業者に対して、年 1 回

の実地確認を実施する。 

 処理施設の規模により、実地確認には 1～2 時間を要する。 
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(3) 確認対象 

 直接、委託契約をしている中間処理業者、最終処分業者への実地確認を実施する。 

 

(4) 確認内容 

 自社で作成した実地確認のガイドラインに基づき、施設の掲示、保管状況、処理工程を

重点的に確認する。 

 委託する産業廃棄物の処理設備を重点的に確認し、処理能力が十分であるか、処理工程

が整備され、円滑に産業廃棄物が処分されているかを確認している。 

 中間処理後の状況を把握するために、リサイクル製品の販売先等の販売状況を確認し

ている。 

 保管基準の遵守状況を確認し、産業廃棄物が山積みになっていないこと、処理能力に見

合った量の産業廃棄物を受け入れていることを確認している。処理能力の合計値と実

際に保管されている産業廃棄物の量を照合して、整合が取れていない場合にはその理

由を聞き取っている。 

 収集運搬業者については、産業廃棄物を委託する際に、日常的に目視で車両を確認する

ほか、車検証等の情報管理を徹底し、社内システムに登録のない車両が使用されていな

いこと、排出事業者に許可なく再委託を行う等の不適正処理がないかを確認している。 

 積替保管がある場合は、積替保管施設に訪問して、保管状況を確認し、写真を撮影して、

記録として残すこととしている。 

 実地確認の実施後は、社内システムの台帳に結果を入力し、写真を貼付した実施報告書

を作成して、委託契約書にも綴じ込んで保管することとしている。 

 

 

5. 委託契約・事前打合せ 
(1) 委託契約 

 令和 4 年度時点では、全体の契約数が約 3,500 件であった。 

 処理業者には、積水ハウス㈱が作成した様式の契約書の使用を依頼している。契約書に

は、法定記載事項のほか反社会勢力排除、支払条件、情報セキュリティ等の項目を追加

している。 

 委託契約書は各支店で自社の契約書作成システムで作成する。社内システムでは契約

内容に対するチェック機能を備え、法定記載事項等が適切でなければ契約書が作成さ

れない仕組みとなっている。 

 処理業者が作成した契約書の様式を使用する場合には、契約書チェックリストに基づ

き各支店が契約書の内容を確認する。 

 継続契約の場合は、5 年に 1 回は、契約内容を見直した上で契約を締結し直すこととし

ている。 

 

(2) 委託する産業廃棄物の性状等の情報伝達 

 解体工事等の工事開始前に石綿の有無の調査を行い、社内システムのフォーマットに

調査を実施した工事の下請業者が結果を入力している。システムから調査報告書が作

成され、委託契約書に添付することとしている。 

 

(3) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 解体工事完了報告書に運搬車両荷台の荷姿の写真を貼付し、過積載がないことを確認

している。 
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6. 電子マニフェストの使用状況 
(1) 電子マニフェストの運用方法 

 令和 4 年度のマニフェスト件数（電子と紙の合計）は、121,034 件（電子マニフェスト

97.2%、紙マニフェスト 2.8%）であった。 

 マニフェストが不要である広域認定制度の産業廃棄物の運搬については一部制度範囲

外で収集運搬を行う場合があり、その電子マニフェストは年間約 71,820 件の登録実績

がある。 

 毎月 1 回、月初に前月のマニフェスト情報を集計しており、処理終了報告の確認漏れ

等があった場合に本社から支店に連絡をしている。 

 紙マニフェスト使用時は、毎月、数千枚のマニフェスト情報をシステムに入力する作業

を行っていた。 

 電子マニフェストの操作は社内システム（顧客情報システム）上で行っている（EDI 方

式による電子マニフェスト使用） 

 収集運搬業者が電子マニフェスト受渡確認票を排出現場に持参し、新築工事の現場で

は、現場の職長が立会った上で、産業廃棄物を搬出している。 

 

(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 大量の紙マニフェストの管理が大きな負担であったため、マニフェスト業務の効率化

のために電子マニフェストを導入した。 

 電子マニフェスト導入にあたっては、処理業者へ加入をお願いする必要があり苦労し

た。委託先の処理業者による積水ハウス㈱の社内システムの利用に当たり、システムの

利用料金を徴収していないため、ASP の有料サービスの利用を依頼するよりも、収集

運搬業者や処分業者の理解を得やすかったと考えられる。 

 

(3) 電子マニフェスト導入の効果 

 電子マニフェストを導入して、マニフェストに関する業務が軽減し効率的にマニフェ

ストの管理ができるようになった。 

 紙マニフェストを使用していたときには、紙マニフェストの番号を厳格に管理してお

り、本社が現場に配布した紙マニフェストのうち、どの番号のマニフェストが使用され、

どの番号のマニフェストが未使用であったのかを管理していた。現場から未使用のマ

ニフェストを回収していたが、回収漏れの未使用の紙マニフェストをチェックし、回収

するのに手間を要していた。また、紙マニフェストの保管スペースの確保に手間を要し

ていた。電子マニフェストに切り替えたことにより、紙マニフェストの番号管理の手間

や保管の手間が無くなった。 

 社内システム上で、委託契約情報と電子マニフェスト情報を照合して、委託契約が行わ

れていない電子マニフェストは情報を登録できない仕組みとしているため、適正な委

託処理の推進を図ることができた。 

 電子マニフェストの運用については、技術系、事務系の職員への社内研修で周知してい

る。 

 

(4) 電子マニフェスト情報の活用方法 

 現場で排出される廃棄物の種類、量等の状況の把握に活用している。 

 社内システムに入力した電子マニフェスト情報から、多量排出事業者処理計画の実施

状況報告等の自治体（環境部局）への報告書や建設副産物実態調査等の各種調査報告書

を作成している。 
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7. 工事現場での廃棄物の保管から処理までの管理 
 「廃棄物回収管理システム」（図 9）を構築し、新築工事の現場では広域認定制度によ

る産業廃棄物の回収を行っている。システムの運用としては、現場で物件情報の QR コ

ードを印刷したラベルを配布し、これに産業廃棄物の品目に関する QR コードのシー

ルを貼付する。貼付したラベルを分別袋に装着する。現場で回収された産業廃棄物は、

資源循環センターに搬入され、産業廃棄物の計量が行われる。計量と同時に QR コード

が読み込まれ（写真 5）、物件ごとの産業廃棄物の種類、量の情報がデータベースに蓄

積される。これらの情報を活用し、資源回収に関する確実性、信頼性の向上や産業廃棄

物の回収の効率化、コストの削減等を図っている。 

 新築工事の現場では、産業廃棄物を 27 種類に分別している。資源循環センターでは、

さらに最大 80 種類に分別し（写真 6）、委託業者も含めたリサイクルルートを構築し

ている。 

 

 
図 9 廃棄物回収管理システム 

 

  
写真 5 廃棄物の計量、QR コード読取り   写真 6 資源循環センターでの分別 
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8. その他適正処理、資源循環、脱炭素の取組み 
 半年に 1 回、環境、廃棄物に関する終日の研修を実施している。研修は、本社の環境推

進部の職員が講師となって、法制度のほか、社内で定める業者選定のマニュアル等につ

いて、講義している。 

 処分業者が処理困難となった場合は、支店から本社にその旨を報告し、本社と支店の協

議のもとに、既存の他の委託先に委託するか、新たに委託先を探すか等、状況に応じた

適切な対応を行うこととしている。 

 本業においては、戸建て住宅や共同住宅の ZEH 推進、非住宅建築物の ZEB 推進など

に積極的に取組んでおり、廃棄物に対してもグループ会社まで対象としたゼロエミッ

ションシステムの中で、脱炭素につながる廃棄物削減・マテリアルリサイクル率の向上

など各種対策を講じている。 
 

 

 

取組みのまとめ  
 

 処理業者の情報（許可品目、許可期限、許可エリア等）は、本社環境推進部が社内シス

テムに入力し、管理している。社内システムで契約書を作成できるようにしているほか、

委託しようとする許可品目、許可期限、許可エリアと処理業者の許可情報をシステム内

で照合、確認している。 

 

 社内システムは、顧客情報システム、車両情報システム、廃棄物回収管理システム等で

構成している。社内システムは本社、支店の社内の担当者が情報の入力等の操作を行う

ほか、システム内の画面を閲覧することにより、情報を共有している。また、車両の情

報や処分業者の施設情報、マニフェスト情報等については、社内の担当者のほか、委託

先の収集運搬業者、処分業者の担当者も同システムを使用して情報の閲覧や情報変更

等の操作を行うことができるようにしている。同様に、石綿に関する事前調査の情報は、

グループ会社である施工会社の担当者が同システムを使用して情報の閲覧や情報変更

等の操作を行っている。 

 

 処理業者に対して、産業廃棄物処理の受託に関する申請書の提出を求めている。収集運

搬を委託する場合は、申請書に運搬車両の車検証等の書類の添付を求めている。提出さ

れた車検証の情報は、社内システムの車両情報システムで管理し、委託先と車両の所有

者が一致しているかを確認している。一致していなければ再委託の可能性が疑われる。 

 

 優良産廃処理業者の基準をベースにして委託先選定基準を定めている。 

 

 1 回だけの委託の場合に、相場と比較して処理費用が安価な場合がある。このような場

合には、支店から本社環境推進部に相談があり、提示された処理料金が妥当であるかを

検討する。解体工事の元請業者が自己処理を行う場合に、処理料金が安価となる場合が

あるが、このような正当な理由で処理料金が安価となっているのか、不適正処理の結果、

処理料金が安価となっているのかを見極める必要がある。施工管理を担当するグルー

プ会社の処理単価の情報などから、一般的な相場の価格を設定しており、設定した相場

の価格の 6 割程度を下回った場合には不適正処理が行われている可能性を疑うことと

している。 

 

 実地確認では、保管基準の遵守状況を確認し、産業廃棄物が山積みになっていないこと、

処理能力に見合った量の産業廃棄物を受け入れていることを確認している。処理能力

の合計値と実際に保管されている産業廃棄物の量を照合して、整合が取れていない場

合にはその理由を聞き取っている。 
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 収集運搬業者については、産業廃棄物を委託する際に、日常的に目視で車両を確認する

ほか、車検証等の情報管理を徹底し、社内システムに登録のない車両が使用されていな

いこと、排出事業者に許可なく再委託を行う等の不適正処理がないかを確認している。 

 

 積替保管がある場合は、積替保管施設に訪問して、保管状況を確認し、写真を撮影して、

記録として残すこととしている。 

 

 実地確認の実施後は、社内システムの台帳に結果を入力し、写真を貼付した実施報告書

を作成して、委託契約書にも綴じ込んで保管することとしている。 

 

 解体工事完了報告書に運搬車両荷台の荷姿の写真を貼付し、過積載がないことを確認

している。 

 

 マニフェストが不要である広域認定制度の産業廃棄物の運搬については一部制度範囲

外で収集運搬を行う場合があり、その電子マニフェストは年間約 71,820 件の登録実績

がある。 

 

 毎月 1 回、月初に前月のマニフェスト情報を集計しており、処理終了報告の確認漏れ

等があった場合に本社から支店に連絡をしている。 

 

 電子マニフェストを導入して、マニフェストに関する業務が軽減し効率的にマニフェ

ストの管理ができるようになった。紙マニフェストを使用していたときには、紙マニフ

ェストの番号を厳格に管理しており、本社が現場に配布した紙マニフェストのうち、ど

の番号のマニフェストが使用され、どの番号のマニフェストが未使用であったのかを

管理していた。現場から未使用のマニフェストを回収していたが、回収漏れの未使用の

紙マニフェストをチェックし、回収するのに手間を要していた。また、紙マニフェスト

の保管スペースの確保に手間を要していた。電子マニフェストに切り替えたことによ

り、紙マニフェストの番号管理の手間や保管の手間が無くなった。 

 

 社内システム上で、委託契約情報と電子マニフェスト情報を照合して、委託契約が行わ

れていない電子マニフェストは情報を登録できない仕組みとしているため、適正な委

託処理の推進を図ることができた。 

 

 社内システムに入力した電子マニフェスト情報から、多量排出事業者処理計画の実施

状況報告等の自治体（環境部局）への報告書や建設副産物実態調査等の各種調査報告書

を作成している。 

 

 「廃棄物回収管理システム」を構築し、新築工事の現場では広域認定制度による廃棄物

の回収を行っている。 
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第 3編 道路建設分野における取組事例 
 

道路建設工事においては、建設業者が道路を建設する際に生じた産業廃棄物の排出事業

者としての立場と、合材工場が産業廃棄物を受け入れてリサイクルするという処分業者と

しての立場の両方を併せ持っている。そこで「第 3 編 道路建設分野における取組事例」で

は、1 事例の中で、「Ⅰ．排出事業者としての取組み」と「Ⅱ．合材工場（処分業者）とし

ての取組み」をとりまとめた。 

 

 

事例 7 大林道路株式会社 
 

事業活動を通じて環境保全に努め、持続可能な社会の実現に向けて、気候変動や資源保護

などの問題解決と、脱炭素・循環・自然共生社会の形成に貢献しており、資源の有効利用は

もちろん、環境に配慮した技術・製品の開発やそれを用いた施工など、持続可能な社会の実

現を目指している。 

 

会社概要 

本店所在地 東京都千代田区神田猿楽町二丁目 8 番 8 号 

資本金 62 億円 

従業員数 1,129 名（令和 5 年 3 月 31 日） 

主な事業内容 道路工事、舗装工事、敷地造成工事、上下水道工事その他

の土木工事及び建築工事の請負並びにこれらに関連する

企画、調査、設計及び監理等 

受注形態・合材工場数 工事施工 85%、製品製造 15%（合材工場 46 ヶ所） 

 
I. 排出事業者としての取組み 
 

【以下、全社と令和 4年度施工の代表道路舗装工事現場 1ヶ所の取組みを示す。】 

 

1. 産業廃棄物に関する情報（令和 4年度施工の道路舗装工事現場 1ヶ所の情報） 
(1) 排出する主な産業廃棄物 

がれき類（コンクリート塊） 12.64t、建設混合廃棄物 3.64t、木くず 7.15t、 

汚泥 2.26t 

※ 当工事で発生した産業廃棄物には、特別管理産業廃棄物のほか、取扱いに留意を要

するものはない。  

 

(2) 主な産業廃棄物の処理・リサイクル方法とリサイクル率 

○ 処理・リサイクル方法 

廃棄物の種類 処理・リサイクル方法 

がれき類  コンクリート塊を破砕し再生砕石として路盤材に利用 

 アスファルト塊を破砕し再生骨材としてアスファルト混合物

に利用 

建設混合廃棄物  破砕・圧縮、溶融固化、埋立処分 

木くず  チップ化し燃料として利用、焼却・熱回収 

汚泥  コンクリート固化、埋立処分 
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○ リサイクル率 ： 72%  

※ リサイクル率は、委託先中間処理業者に聴取し算定している。 

※ リサイクル率は熱回収を含む。 

 
 

2. 委託先処理業者選定 
(1) 処理業者の情報収集 

 委託先処理業者に関する情報は、都道府県・政令市のホームページや既存の委託先処理

業者から収集している。公共工事では、工事金額の積算の際に現場から近い処分業者を

指定されている。指定された業者が不適正処理を行っていないかを都道府県・政令市の

ホームページで確認したり、既存の委託先処理業者に確認している。 

 山奥の現場では、既存の委託先処理業者がいない場合があるので、自治体のホームペー

ジから業者を検索している。 

 

(2) 選定方法・選定基準 

 委託先処理業者について収集した情報を基に、複数の委託先処理業者の候補を比較し、

さらに、現場と処理施設の位置関係や処理業者の能力、評判（過去の事故等も含む）を

加味して、委託先処理業者を選定している。 

 契約を締結する際には、産業廃棄物処理業許可証で許可品目、許可期限、許可エリア等

を確認しているほか、電子契約や電子マニフェストでの管理が可能かを必ず確認して

いる（電子マニフェストの使用は必須ではない）。 

 収集運搬と処分において、極力、優良産廃処理業者に委託している。 

 

 

3. 実地確認の実施状況 
(1) 実施する従業員数 

 実地確認は営業所事務担当者か現場担当者 1 名が実施している。 

 

(2) 実施頻度・所要時間 

 各現場の担当者が必ず実地確認を実施している。 

 実地確認の所要時間は 1 時間程度／回である。 

 実地確認の実施は、排出事業者の確認義務を果たすために行っている。実地確認が条例

で義務化されている自治体であっても、優良産廃処理業者に関しての実地確認を免除

としている場合もあるが、基本的にはすべての委託先処理業者に対して実地確認を実

施している。 

 実地確認のほかに、1 回／月、運搬車両の追跡確認を行っている。 

 

(3) 確認対象 

 実地確認の対象は収集運搬業者、中間処理業者、最終処分業者である。 

 

(4) 確認内容 

 実地確認では、処理工程、産業廃棄物の保管状況（廃棄物が山積みになっていないか）

等を重視して確認しているほか、従業員のあいさつの対応等を確認している。 

 公共工事の場合は、実地確認の状況を撮影した写真を発注者に提出している。 

 収集運搬の場合は、運行状況を追跡して確認しているほか、運搬経路を確認している。 
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4. 委託契約・事前打合せ 
(1) 委託契約 

 収集運搬・処分を兼務する処理業者 1 社、収集運搬業者 2 社、処分業者 3 社と委託契

約を締結した（令和 4 年度施工の道路舗装工事現場 1 ヶ所の実績）。 

 現場ごとに委託契約を締結しており、現場担当者が作成した契約書を支店の安全品質

環境部と総務部が確認している。安全品質環境部では、許可品目と許可期限の整合を重

点的に確認している。 

 締結した契約書は、各現場で専用のファイルを作成し管理している。竣工後は、営業所

で保管している。 

 

(2) 委託する産業廃棄物の性状等の情報伝達 

 委託先処理業者と委託前に打合せを実施し、現場に立ち会って、産業廃棄物の状態確認

を行っている。 

 

(3) 廃棄物の引渡し時の手順に関する打合せ 

 環境省作成「建設廃棄物処理指針」に示されている排出手順を活用し、職員が下請業者、

委託先処理業者にとるべき手順を教育している。 

 汚泥は、バキューム車で吸引し運搬することを確認する。 

 簡易計量器の使用や運搬車荷台の体積を計測し 9 割程度の積込みになるラインを明示

する等の過積載防止対策を行っている。 

 

 

5. 電子マニフェストの使用状況 
(1) 電子マニフェストの運用方法 

 マニフェスト件数（電子と紙の合計）は、12 件（電子マニフェスト 11 件、紙マニフェ

スト 1 件）であった（令和 4 年度施工の道路舗装工事現場 1 ヶ所の実績）。 

 電子マニフェストは支店ごとに加入し、ASP のサービスを利用して登録している。 

 マニフェスト業務は、現場の施工担当者と事務担当者が行っている。 

 ASP のサービスに紙マニフェストの情報を入力し、電子、紙マニフェストの情報を一

括で管理している。 

 現場担当者、収集運搬業者、処分業者の担当者間で廃棄物の排出前に打合せを行い、マ

ニフェストの手続き等の手順を確認するようにしている。 

 

(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 電子マニフェスト導入説明会に参加し、導入のメリットが感じられた。 

 取引先の処分業者が電子マニフェストを導入しており、勧められた。 

 電子マニフェストを導入し始めると紙マニフェストの紛失のリスクがなくなる等、利

便性があることが分かり、社内で普及していくことにそこまでの苦労はなかった。 

 ASP が作成した操作説明書を参照することで、問題なく操作することができた。 

 

(3) 電子マニフェスト導入の効果 

 マニフェスト管理に要していた業務時間は大幅に削減できている。 

 紙マニフェストの紛失、記入漏れ等のリスクがなくなり、どこまで処理が終わっている

かの確認が容易になった。 

 電子マニフェスト導入により効率的にマニフェストの管理ができるようになったため、

適正な処理に寄与している。 
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(4) 電子マニフェスト情報の活用方法 

 現場の排出状況（排出事業場ごとの廃棄物の種類・量）の把握、多量排出事業者処理計

画の実施状況報告等の自治体（環境部局）への報告、マニフェストデータの保存、帳簿

の作成のために活用している。 

 

 

6. 工事現場での廃棄物の保管から処理までの管理 
 産業廃棄物の種類によって保管方法、最大保管量等を定め、全職員及び各協力会社にそ

の方法を徹底させている。 

 産業廃棄物を保管するコンテナを設置し、コンテナ周辺に分別の看板を掲げ、産業廃棄

物の分別を図っている。 

 

 

7. その他適正処理、資源循環、脱炭素の取組み 
 委託先処理業者には、再生可能なものについては、マテリアルリサイクルを行うよう依

頼している。 

 ASP が開催する Web 講習会に参加するなどして、法制度やマニフェスト制度について

知識を深めている。 

 実地確認のほか、安全衛生協議会等の会議で定期的に処理業者と打合せを実施してい

る。 

 規模の大きい現場では、BCP 対策として複数の委託先処理業者を確保している。 

 処分業者の処理困難通知への対応については、通知を受け取った場合に、速やかに、行

政との打合せ実施、指導を受けることとしている。 

 

 

 

 取組みのまとめ（排出事業者）  
 

 委託先処理業者について収集した情報を基に、複数の委託先処理業者の候補を比較し、

さらに、現場と処理施設の位置関係や処理業者の能力、評判（過去の事故等も含む）を

加味して、委託先処理業者を選定している。 

 

 契約を締結する際には、産業廃棄物処理業許可証で許可品目、許可期限、許可エリア等

を確認しているほか、電子契約や電子マニフェストでの管理が可能かを必ず確認して

いる。 

 

 収集運搬と処分において、極力、優良産廃処理業者に委託している。 

 

 実地確認が条例で義務化されている自治体であっても、優良産廃処理業者に関しての

実地確認を免除としている場合もあるが、基本的にはすべての委託先処理業者に対し

て実地確認を実施している。 

 

 収集運搬業者の実地確認では、運行状況を追跡して確認しているほか、運搬経路を確認

している。 

 

 環境省作成「建設廃棄物処理指針」に示されている排出手順を活用し、職員が下請業者、

委託先処理業者にとるべき手順を教育している。 
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 ASP のサービスに紙マニフェストの情報を入力し、電子、紙マニフェストの情報を一

括で管理している。 

 

 マニフェスト管理に要していた業務時間は大幅に削減できている。紙マニフェストの

紛失、記入漏れ等のリスクがなくなり、どこまで処理が終わっているかの確認が容易に

なった。電子マニフェスト導入により効率的にマニフェストの管理ができるようにな

ったため、適正な処理に寄与している。 
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II. 合材工場（処分業者）としての取組み 
 

【以下、全社と代表アスファルト合材工場 1ヶ所の取組みを示す。】 

 

1. 産業廃棄物に関する情報（合材工場 1ヶ所の令和 4年度実績） 
(1) 主な受託産業廃棄物 

がれき類 
アスファルト塊 54,000t 

コンクリート塊 7,900t 

 

(2) 主な産業廃棄物の処理・リサイクル方法とリサイクル率 

○ 処理・リサイクル方法 

がれき類を破砕し製造した再生骨材をアスファルト混合物として、再生砕石を路盤材

として利用 

 アスファルト混合物製造種類：新材 11 種、再生材 9 種 

 アスファルト混合物製造数量：新材 23,916t、再生材 36,920t 

 再生アスファルト混合物の再生骨材使用量：22,300t／年 

 リサイクルコンクリート RC-40 製造数量：8,994 ㎥ 

※ 再生材数量は、受入れ済み産業廃棄物のストック分の利用も含まれており、(1)の受

託産業廃棄物量とは一致しない。 

○ リサイクル率 ： 100%  

 

2. 産業廃棄物の処分の受託 
(1) 取引先排出事業者数（合材工場 1ヶ所の令和 4年度実績） 

 取引先排出事業者数は 155 社である。また、取引先地域は県内外 2 県である。 

 県外から産業廃棄物を受け入れる際には、施設が所在する市と事前協議を行い、受入れ

の許可を得ている。 

 

(2) 委託契約締結時の確認事項 

 産業廃棄物の排出量、種類（アスファルト塊かコンクリート塊か）、運搬経路図等を確

認している。産業廃棄物の分析証明書の提出は求めておらず、事前審査は行っていない。 

 受入基準として「50 ㎝×50 ㎝×20 ㎝を超えない（固形状、バラ）」を明示している。

また、「アスベストを含む廃棄物、水銀使用製品廃棄物、水銀含有ばいじん等は受入不

可。混入が判明した場合は排出事業者の責任において速やかに撤去する。」ことを必ず

契約書に記載している。 

 委託契約後、搬入量を超えないように搬入スケジュール等に関する打合せを行ってい

る。 

 受入時には、台貫で運搬車両 1 台ごとに搬入数量（過積載がないか）、がれき類以外の

異物が混入していないか、荷台の目視確認を行っている。異物としては木くずや防水シ

ート等が混入する場合がある。 

 

(3) 取引先排出事業者等による実地確認の実施状況と合材工場での対応（合材工場 1 ヶ所

における事例） 

 取引先排出事業者（道路建設業者、道路建設以外の建設業者）の実地確認では、処理工

程フロー図を提示して、処理工程を説明している。 

 取引先排出事業者は、処理後のリサイクルの状況を重点的に確認している。 

 施設には Web カメラを設置しているが、ほとんどの排出事業者は Web ではなく、現地

を確認する。 

 自治体の立入検査が 3 回／年、実施されている。 
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(4) 取引先の排出事業場への現地調査の実施状況 

 処分数量が多くなる場合は、委託契約前に産業廃棄物の形状や外観等を排出場所で確

認する。確認する職員は 2 名程度である。 

 排出場所の確認で異物の混入の可能性も確認する。 

 

3. 電子マニフェストの使用状況 
(1) 電子マニフェストの運用方法 

 令和 4 年度のマニフェスト処分終了報告件数（電子と紙の合計）は 12,619 件（電子マ

ニフェスト 20%、紙マニフェスト 80%）、1 日の平均は 10 件程度であった（合材工場

1 ヶ所の実績）。 

 収集運搬業者の加入が進んでいないため、電子マニフェストの利用が進んでいない。 

 排出事業者が使用するシステムによって、JWNET（Web 方式）と ASP のサービスを

使い分けている。排出事業者が不慣れな場合は、マニフェスト登録の操作方法を説明し

ている。 

 搬入時は、収集運搬業者の受渡確認票を確認している。 

 

(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 親会社の（株）大林組が電子マニフェストを導入していたほか、（株）大林組が排出し

た産業廃棄物を受け入れていた合材工場が、（株）大林組から電子化を求められたため、

電子マニフェストを導入した。 

 自社の他の合材工場で既に電子マニフェストを導入していたところがあり、情報を共

有することで導入時に苦労することはなかった。 

 

(3) 電子マニフェスト導入の効果 

 電子マニフェストを導入し、マニフェストの紛失、記入漏れ、処分終了報告漏れ等のリ

スクがなくなった。 

 電子データでの保存となるので、書庫等の保管スペースが不要となった。 

 マニフェストを探す際に、紙マニフェストよりも、電子マニフェストの方が早く見つけ

られる。 

 マニフェストに関する業務量は軽減するが、紙マニフェストとの併用で業務内容が煩

雑になった。 

 電子マニフェスト担当者を指定し、JW センターの講習会等を受講させている。 

 

(4) 電子マニフェスト情報の活用 

 マニフェストデータの保存、帳簿の作成のために活用している。 

 

 

4. その他適正処理、資源循環、脱炭素推進の取組み 
(1) 適正処理の取組み 

 職員を対象とした廃棄物処理に関する研修会を開催している。 

 実地確認のほか、必要に応じて取引先（排出事業者、中間処理業者）との会議、打合せ

等を行っている。 

 

(2) 分別の徹底、異物混入への対応 

 アスファルト塊とコンクリート塊の混載は受け入れられないことを排出事業者に伝え

て、分別の徹底を依頼している。また、必要に応じて排出現場や排出事業者の事務所等

に赴いて、分別方法に関する口頭での注意を行っている。 

 ダンプアップ時の目視確認ですぐにわかるような異物が持ち込まれた場合は、産業廃

棄物を持ち帰らせている。 
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(3) 脱炭素の取組み 

 アドブルーを使用した重機やハイブリッド重機を使用し、燃料使用量削減と排出ガス

のクリーン化に取り組んでいる。 

 

 

 

 取組みのまとめ（合材工場（処分業者））  
 

 受入基準として「50 ㎝×50 ㎝×20 ㎝を超えない（固形状、バラ）」を明示している。

また、「アスベストを含む廃棄物、水銀使用製品廃棄物、水銀含有ばいじん等は受入不

可。混入が判明した場合は排出事業者の責任において速やかに撤去する。」ことを必ず

契約書に記載している。 

 

 委託契約後、搬入量を超えないように搬入スケジュール等に関する打合せを行ってい

る。 

 

 受入時には、台貫で運搬車両 1 台ごとに搬入数量（過積載がないか）、がれき類以外の

異物が混入していないか、荷台の目視確認を行っている。 

 

 処分数量が多くなる場合は、委託契約前に産業廃棄物の形状や外観等を排出場所で確

認する。 

 

 搬入時は、収集運搬業者の電子マニフェスト受渡確認票を確認している。 

 

 電子マニフェストを導入し、マニフェストの紛失、記入漏れ、処分終了報告漏れ等のリ

スクがなくなった。電子データでの保存となるので、書庫等の保管スペースが不要とな

った。マニフェストを探す際に、紙マニフェストよりも、電子マニフェストの方が早く

見つけられる。 

 

 アスファルト塊とコンクリート塊の混載は受け入れられないことを排出事業者に伝え

て、分別の徹底を依頼している。また、必要に応じて排出現場や排出事業者の事務所等

に赴いて、分別方法に関する口頭での注意を行っている。 

 

 ダンプアップ時の目視確認ですぐにわかるような異物が持ち込まれた場合は、産業廃

棄物を持ち帰らせている。 
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事例 8 株式会社ガイアート 
 

企業理念として、「私たちは人と自然が融和する環境をつくり人々に安心と満足を提供し

ます」を掲げ、会社創立以来、道路建設事業を中心に、空港・港湾施設整備や舗装資材の製

造販売等を通じて、安全・安心な社会基盤整備に貢献している。 

 

会社概要 

本社所在地 東京都新宿区新小川町八丁目 27 番 

資本金 10 億円 

従業員数 769 名（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

主な事業内容 道路建設・舗装・道路維持・空港土木工事、他 

受注形態・合材工場数 工事施工 80%、製品製造 20%（合材工場 31 ヶ所） 

 

 

I. 排出事業者としての取組み 
 

【以下、全社と代表道路舗装工事現場 2ヶ所（排出事業場 A、B）の取組みを示す。】 

 

1. 産業廃棄物に関する情報 
(1) 排出する主な産業廃棄物 

 排出事業場 A 

（令和 3～5 年度実績） 

排出事業場 B 

（令和 2～5 年度実績） 

がれき類（アスファルト塊） 9,664.6t 9,101.0t 

 

(2) 主な産業廃棄物の処理・リサイクル方法とリサイクル率（排出事業場 A、B共通） 

○ 処理・リサイクル方法 

アスファルト塊を破砕し再生アスファルト混合物として利用 

○ リサイクル率 ： 100%  

 

 

2. 委託先処理業者選定 
(1) 処理業者の情報収集 

排出事業場 A 排出事業場 B 

 自社の合材工場を処分先として利用

した。 

 収集運搬業者は、自社合材工場が取引

している業者から選定した。 

 （公財）産業廃棄物処理事業振興財団

の「さんぱいくん」又は「優良さんぱ

いナビ」を確認した。 
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(2) 選定方法・選定基準 

排出事業場 A 排出事業場 B 

 電子マニフェストに加入している業者

を選定した。 

 事業場に近接している処分施設を自社

の合材工場が紹介した。 

【全社取組み】 

 委託先処理業者の選定は、運搬距離、処理費用等を考慮し、個々の現場に委任し

ている。 

 産業廃棄物処理業許可証で、許可品目、許可期限、許可エリア等を確認してい

る。 

 社内の他の事業場、同業他社、処理業者、その他関係者等からの情報を確認して

いる。 

 排出事業場から近い委託先処分施設を選定している。 

 発注者が特記仕様書に処分業者を明記している場合は、発注者と協議し、できる

だけ自社の合材工場を選定する。自社の合材工場が近隣にない等、処分ができな

い場合は、仕様書に記載された処分業者を選定する場合が多い。 

 収集運搬業者は、各合材工場のアスファルト材料の現場への運搬や産業廃棄物を

持ち込んでいる業者を選定している（収集運搬業者は産業廃棄物の運搬のほか

に、現場へのアスファルト材料の運搬を行う場合が多い）。 

 

 

3. 実地確認の実施状況 

 排出事業場 A 排出事業場 B 

実施する従業員数  現場担当者 1 名  現場担当者 1～2 名 

実施頻度  新規契約時  新規契約時 

 必要に応じて適宜実施 

 【以下、全社の取組み】 

所要時間  2 時間程度／回 

確認対象  中間処理施設 

確認内容  施設の管理体制（作業手順書、緊急時の連絡体制等の整備状

況） 

 産業廃棄物の保管状況 

 再生材の販売先、利用状況、料金等 
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4. 委託契約・事前打合せ 

 排出事業場 A 排出事業場 B 

委託先処理業者

数 

 収集運搬 10 社、処分 3 社 

（令和 3～5 年度実績） 

 収集運搬 42 社、処分 2 社

（令和 2～5 年度実績） 

委託契約書作成、

保管 

【全社の取組み】 

 現場担当者が、法定記載事項を確認し契約書を作成している。

支店のパトロールの際に締結された契約書を確認している。 

 締結した契約書は事業場で保管し、竣工後に各事業場の契約書

が支店に集められ、ファイリングし、5 年間保管している。 

委託する産業廃

棄物の性状等の

情報伝達 

【全社の取組み】 

 委託先処理業者と委託前に打合せを行い、性状、荷姿等を契約

書に記載する。 

廃棄物の引渡し

時の手順に関す

る打合せ内容 

 電子マニフェストの運用方法  

【全社の取組み】 

 産業廃棄物の引渡し方法、積込手順（引渡担当者、運搬担当者

の手順）等 

 処理終了報告の確認方法 

 過積載の防止対策 

 アスファルト材料の搬入時間、産業廃棄物の搬出時間等を都度

委託先に連絡し運搬を依頼 

 舗装ひび割れ防止シートやドレーンパイプ等の異物の混入が

ないか中間処理業者が確認を依頼してくる場合がある。 

 

 

5. 電子マニフェストの使用状況 
(1) 電子マニフェストの運用方法 

 排出事業場 A 

（令和 3～5 年度実績） 

排出事業場 B 

（令和 2～5 年度実績） 

マニフェスト

件数 

1,206 件 

（すべて電子マニフェスト） 

1,427 件 

（すべて紙マニフェスト） 

電子、紙マニ

フェストの使

用条件等 

 発注者が電子マニフェストの使用を

推奨していたため、電子マニフェス

トを使用した。 

 発注者が電子、紙マニフ

ェストどちらでも使用

可能としていた。 

 委託先の収集運搬業者

の中に、電子マニフェス

トに加入していないと

ころがいたため、紙マニ

フェストを使用した。 

電子マニフェ

スト運用方法 

 電子マニフェストは各支店で加入

し、ASP のサービスを利用して現場

担当者が登録している。 

 廃棄物の搬出、電子マニフェスト情

報の登録、処理終了報告の入力等の

スケジュールは時間に余裕をもって

処理業者に伝え、電子マニフェスト

の運用を円滑に進めている。 
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(2) 電子マニフェスト導入の経緯（全社の経緯） 

 電子マニフェスト導入説明会に参加し、導入のメリットが感じられた。 

 紙マニフェストは破損、汚損が発生する、手渡し業務に時間がかかり現場管理業務が疎

かになる場合がある等の課題があり、現場での管理を効率化するために電子マニフェ

ストを導入した。 

 導入当初は、支店担当者の協力を得て、電子マニフェスト情報の登録を行っていたが、

慣れるまでは、若干、操作に時間を要した。 

 

(3) 電子マニフェスト導入の効果（全社、排出事業場 Aでの導入効果） 

 現場のマニフェスト管理業務が軽減され、他の施工管理業務の書類作成に時間を割く

ことができるようになった。紙マニフェスト、電子マニフェストを問わず、集計作業を

行っているが、電子マニフェストの場合は、集計の作業量を大幅に軽減することができ

る。 

 電子マニフェストの導入により、マニフェストの交付漏れ、記入漏れ、紛失等のリスク

がなくなり、適正処理が推進された。 

 発注者によっては、電子マニフェスト使用で工事評価点の加点となる場合がある。 

 

(4) 電子マニフェスト情報の活用方法（全社の取組み） 

 現場の排出状況（廃棄物の種類、量等）の把握に活用している。 

 電子マニフェスト情報から運搬車両の台数、移動距離等を把握することができるので、

大規模工事やパイロットプロジェクトでは CO2排出量の算定に活用している。 

 

 

6. 工事現場での廃棄物の保管から処理までの管理（全社の取組み） 
 舗装ひび割れ防止シート、ドレーンパイプ等の異物が混入しているとリサイクルでき

ない場合がある。ドレーンパイプは現場で抜き取り除去している。 

 産業廃棄物積込時に荷台の高さと同じ高さで積込む平積みや車両の自重計、簡易計量

器等を利用した積載重量の計測により、過積載防止対策を行っている。 

 産業廃棄物の運搬時は、荷台を飛散防止シートで被っている。 

 車両の運行経路を確認している。 

 

 

7. その他適正処理、資源循環、脱炭素の取組み（全社の取組み） 
 舗装工事は、決められた時間（夜間、土日祝日等含む）に施工する必要があるため、ア

スファルト材料の搬入状況を考慮の上、産業廃棄物の搬出スケジュール等について、合

材工場と綿密な打合せを実施している。 

 e-ラーニング等を用いた環境法令に関する教育を 1 回／年実施している。 

 施工現場では、「環境関連法チェックシート」（図 10）により、産業廃棄物に関する

法令や条例の規定を確認している。 

 舗装工事の場合は、アスファルト材料を現場に搬入するタイミングや搬入車両の台数、

搬入経路を厳格に管理する必要がある。また、搬入後の車両は、現場で発生したアスフ

ァルト塊を積み込んで、合材工場に戻る必要があり、現場で積み込むタイミングや撤去

に要する車両台数、合材工場に戻るまでの経路の管理に加えて、合材工場に戻った車両

が再度、現場にアスファルト材料を届けるタイミングや経路等の管理を厳格に行う必

要がある。このため、車両の運行支援システム（Vas Map、車両の運行履歴を記録）（図

11、12）を導入し、現場と合材工場間の運行を厳格に管理している現場もある。 

 品質環境安全パトロールの際に適正処理の状況を確認している。 
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図 10 環境関連法チェックシート（抜粋） 
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図 11 VasMap イメージ 

 

 
図 12 VasMap 搭載状況 
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 取組みのまとめ（排出事業者）  
 

 排出事業場 A では、電子マニフェストに加入している業者を選定した。 

 

 発注者が特記仕様書に処分業者を明記している場合は、発注者と協議し、できるだけ

自社の合材工場を選定する。自社の合材工場が近隣にない等、処分ができない場合

は、仕様書に記載された処分業者を選定する場合が多い。 

 

 収集運搬業者は、各合材工場のアスファルト材料の現場への運搬や産業廃棄物を持ち

込んでいる業者を選定している（収集運搬業者は産業廃棄物の運搬のほかに、現場へ

のアスファルト材料の運搬を行う場合が多い）。 

 

 現場担当者が、法定記載事項を確認し契約書を作成している。支店のパトロールの際

に締結された契約書を確認している。 

 

 舗装ひび割れ防止シートやドレーンパイプ等の異物の混入がないか中間処理業者が確

認を依頼してくる場合がある。 

 

 排出事業場 A では、発注者が電子マニフェストの利用を推奨していたため、電子マニ

フェストを利用した。 

 

 紙マニフェストは破損、汚損が発生する、手渡し業務に時間がかかり現場管理業務が

疎かになる場合がある等の課題があり、現場での管理を効率化するために電子マニフ

ェストを導入した。 

 

 電子マニフェストの導入により、現場のマニフェスト管理業務が軽減され、他の施工

管理業務の書類作成に時間を割くことができるようになった。紙マニフェスト、電子

マニフェストを問わず、集計作業を行っているが、電子マニフェストの場合は、集計

の作業量を大幅に軽減することができる。 

 

 電子マニフェストの導入により、マニフェストの交付漏れ、記入漏れ、紛失等のリスク

がなくなり、適正処理が推進された。 

 

 電子マニフェスト情報から運搬車両の台数、移動距離等を把握することができるの

で、大規模工事やパイロットプロジェクトでは CO2排出量の算定に活用している。 

 

 舗装工事は、決められた時間（夜間、土日祝日等含む）に施工する必要があるため、

アスファルト材料の搬入状況を考慮の上、廃棄物の搬出スケジュール等について、合

材工場と綿密な打合せを実施している。 

 

 運行支援システム（Vas Map、車両の運行履歴を記録）を導入し、現場と合材工場間の

運行を厳格に管理している現場もある。 
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II. 合材工場（処分業者）としての取組み 
 

【以下、全社と代表アスファルト合材工場 3ヶ所（工場 X、Y、Z）の取組みを示す。】 

 

1. 産業廃棄物に関する情報（令和 4年度実績） 
(1) 主な受託産業廃棄物 

 工場 X 工場 Y 工場 Z 

がれき類 
アスファルト塊 89,700t 55,000t 35,400t 

コンクリート塊 11,100t 7,000t 86,800t 

 

(2) 主な産業廃棄物の処理・リサイクル方法とリサイクル率 

○ 処理・リサイクル方法 

再生骨材をアスファルト混合物として利用、再生路盤材を路盤材として利用 

＜再生材製造量＞ 

 工場 X 工場 Y 工場 Z 

再生骨材 47,500t 47,000t 9,400t 

再生路盤材 47,500t 26,000t 123,600t 

※ 再生材製造数量は、受入れ済み産業廃棄物のストック分の利用も含まれており、（1）

の受託産業廃棄物量とは一致しない。 

○ リサイクル率 ： 100%  

 

2. 産業廃棄物の処分の受託 
(1) 取引先排出事業者数（令和 4年度実績） 

 工場 X 工場 Y 工場 Z 

取引先排出事業者数 390 社 120 社 440 社 

取引先地域 県内外 4 府県 県内外 3 県 県内のみ 

 
(2) 委託契約締結時の確認事項 

工場 X 工場 Y 工場 Z 

 産業廃棄物の運搬計画

書 

 産業廃棄物の受入基準

（廃棄物の形状が 50 ㎝

角以下）を確認 

 産業廃棄物の運搬計画

書 

 産業廃棄物の受入基準

（廃棄物の形状が 30 ㎝

角以下）確認 

 産業廃棄物の受入基準

（廃棄物の形状が 50 ㎝

角以下）確認 

【全社の取組み】 

 産業廃棄物の排出工程・量を確認する。 

 産業廃棄物の性状・形状を確認する。 

 排出事業者に対して産業廃棄物の分析証明書の提出は求めていない。 

 受入基準として、異物が混入している場合は受入不可としている。受入時には、

台貫で計量する際に荷台の産業廃棄物を目視で確認している。 

 

(3) 取引先排出事業者による実地確認の実施状況と合材工場での対応 

 工場 X 工場 Y 工場 Z 

実施する従

業員数 

 現場担当者 1～2 名  現場担当者 1 名  排出事業者の指示に

従い実施 

実施頻度 【全社の取組み】・排出事業者の実施状況による。 

所要時間  2 時間程度／回  3 時間程度／回  排出事業者の実施状

況による。 
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(4) 取引先の排出事業場への現地調査の実施状況 

工場 X 工場 Y 工場 Z 

 合材工場の工場長または主任が現地を確認する。 

 コンクリート塊は、インターロッキングブロック等の色を

確認する（再生材の色あいが悪くなる場合がある）。 

 異物が混入するおそれがないかを確認する。 

特になし 特になし 

 

 

3. 電子マニフェストの使用状況 
(1) 電子マニフェストの運用方法 

 工場 X 工場 Y 工場 Z 

マニフェス

ト件数（令和

4 年度実績） 

 24,000 件 

 平均 90 件／日 

 電子 15%、紙 85% 

 8,700 件 

 平均 30 件／日 

 電子 5%、紙 95% 

 1,427 件 

 平均 30 件／日 

 電子 17%、紙 83% 

電子マニフ

ェスト運用

方法 

 JWNET（Web 方式）を

利用しているが、排出事

業者、収集運搬業者の都

合により ASP のサービ

スを利用することがあ

る。 

 委託契約は書面で締結

しているため、ASP のサ

ービスを利用する場合

は契約内容のシステム

登録を行っている。 

 排出事業者の要

望により電子契

約を使用する場

合がある。 

 排出事業者によ

って、 JWNET

（Web 方式）と

ASP のサービス

を使い分けてい

る。 

 排出事業者によ

っ て 、 JWNET

（Web 方式）と

ASP のサービス

を使い分けてい

る。 

 

(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

 工場 X 工場 Y 工場 Z 

導入のきっ

かけ 

 解体工事を受注した元請業者

からの依頼により導入した。 

 自治体の発注部局からの働き

かけがあった（大阪府発注工

事は 2023 年から電子マニフ

ェスト使用を義務化）。 

 取引先排出事業者

が導入しており勧

められた。 

 会社の方

針に従い

導入した。 

導入時の苦

労 

特になし  本社担当者と合材

工場の担当者との

調整や連携に苦労

した。 

特になし 

円滑な運用

の工夫 

特になし  日々の受入業務を

確認し、処分終了報

告等をため込まな

いようにしている。 

特になし 
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(3) 電子マニフェスト導入の効果 

 工場 X 工場 Y 工場 Z 

導入前後の

業務の変化 

 データ保存とな

りファイリング

作業が激減した。 

 マニフェスト紛

失等のリスクが

なくなった。 

 マニフェストの

保管や処分終了

報告の業務が大

幅に低減した。 

 電子マニフェストを使用

しても受渡確認票の印刷

が必要になり、業務が煩

雑になった。 

※ スマートフォン、タブ

レットの使用で、受渡

確認票の印刷が不要に

なる運用方法がある。 

導入による

業務量軽減

等の効果 

【全社の取組み】 

 電子マニフェストの件数が少ないため、現在は業務量の変化はない。 

※ 今後、電子マニフェストの件数が増えた場合、業務量軽減の効果が

期待される。 

 

(4) 電子マニフェスト情報の活用 

工場 X 工場 Y 工場 Z 

 マニフェストデータの保存、帳簿の作成のために活用

している。 

特になし 特になし 

【全社の取組み】 

 廃棄物の受入状況の把握に活用している。 

 処理実績報告等の自治体への報告書作成に活用している。 

 

 

4. その他適正処理、資源循環、脱炭素推進の取組み 
(1) 適正処理の取組み 

工場 X 工場 Y 工場 Z 

 産業廃棄物受入れの受付に適正処

理に関するパンフレット、ポスタ

ー等を掲示し、排出事業者、収集

運搬業者に周知をしている。 

 契約書締結業者以外の廃材は受け

入れない。 

 マニフェストまたは受渡確認票を

持参していない場合は産業廃棄物

を受け入れない。 

 実地確認のほか、必

要に応じて取引先

排出事業者との会

議、打合せ等を行

い、コンクリート塊

とアスファルト塊

の分別徹底を依頼

している。 

 職員を対象にした

廃棄物処理に関す

る研修会を実施し

ている。 

 災害時には、施設の

安全確認のため、廃

棄物を受け入れな

いことがある。 

 

(2) 分別の徹底、異物混入への対応（全社の取組み） 

 異物混入が判明した際は口頭にて注意をし、繰り返す業者には出入り禁止としている。 

 

(3) 脱炭素の取組み（全社の取組み） 

 本社より各工場へ指示している取組み：省エネ運転の励行、場内重機の GTL 燃料（天

然ガス由来の軽油代替燃料）への切り替え、カーボンフリー電力（再生可能エネルギー

利用の電力）の導入、プラント建替時でのガス化検討 

 工場 X、Y、Z の施設では、100%カーボンフリーの電力を使用しているほか、重機燃料

の GTL 燃料への切り替え、アスファルト合材製造設備の着火回数低減による燃費の改

善等を取り組んでいる。 
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 取組みのまとめ（合材工場（処分業者））  
 

 受入基準として、異物が混入している場合は受入不可としている。受入時には、台貫

で計量する際に荷台の産業廃棄物を目視で確認している。 

 

 取引先の排出事業場の現地調査では、コンクリート塊のインターロッキングブロック

等の色を確認する（再生材の色あいが悪くなる場合がある）。また、異物が混入する

おそれがないかを確認する。 

 

 電子マニフェストは JWNET（Web 方式）を利用しているが、排出事業者、収集運搬

業者の都合により ASP のサービスを利用することがある。 

 

 工場 X では、解体工事を受注した元請業者からの依頼により電子マニフェストを導入

した。 

 

 電子マニフェストの導入により、データ保存となりファイリング作業が激減した。マ

ニフェスト紛失等のリスクがなくなった。 

 

 合材工場では、マニフェストまたは受渡確認票を持参していない場合は産業廃棄物を

受け入れない。 

 

 異物混入が判明した際は口頭にて注意をし、繰り返す業者には出入り禁止としてい

る。 
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第 2章 各委託処理段階におけるポイント 
 

本章では、第 1 章を踏まえて、建設業から排出される産業廃棄物について、図 13 に示す

産業廃棄物の委託処理の各段階における適正処理の取組みのポイントをまとめた。 
 

委
託
契
約
前

⚫ 廃棄物の処理工程、保管状況、リサイクル品の販売状況
等を確認

⚫ 施設に廃棄物が山積みになっていないかを確認
⚫ 既存の処理業者に年1回の実地確認を実施

⚫ 保管から処理までの管理規定の整備
⚫ 廃棄物の分別、保管方法の周知、徹底
⚫ 過積載防止対策

⚫ 処理業者の行政処分や不適正処理に関する情報を収集
⚫ 同業他社から処理業者に関する情報を収集
⚫ 「さんぱいくん」、「優良さんぱいナビ」等を検索し情報を収集

⚫ 社内システムで、処理業者の許可情報、実地確認実施状況
等を管理

⚫ 廃棄物処理法の法定記載項目のほか必要事項を追加
⚫ 契約時、再度、委託先処理業者の許可内容を確認
⚫ 契約継続の場合も定期的に契約内容を見直す

処
理
委
託

委託先処理業者に関する情報収集

事前打合せ・
産業廃棄物の引渡し時の手順

工事現場での廃棄物の保管から処理ま
での管理（産業廃棄物の適正処理）

委託契約

実地確認の実施

⚫ 廃棄物に関する情報提供、排出現場の確認
⚫ 石綿有無の事前調査実施、調査結果伝達

⚫ 廃棄物の引渡し方法、電子マニフェストの運用方法等の
確認

⚫ 許可品目、許可期限、処理能力等の確認
⚫ 処理料金が妥当であることを確認
⚫ 処理業者の過去の事故、法違反等を確認

委託先処理業者の選定

＜委託処理の段階＞ ＜委託処理の各段階の主なポイント＞

 

図 13 委託処理における取組みの流れとポイント 
 

なお、建設業から排出される主な産業廃棄物は、がれき類（コンクリート塊、アスファル

ト塊等）、汚泥（建設汚泥）、木くず、廃プラスチック類、混合廃棄物等が挙げられる。こ

れらの産業廃棄物は、国土交通省が示す「建設リサイクル推進計画 2020」により業界全体

でリサイクルが推進され、2018 年の実績で 97.2%の高いリサイクル率を達成している。 

その他には、石綿含有産業廃棄物、廃石綿等の取扱いに留意が必要な産業廃棄物が排出さ

れる場合があるが、解体工事等の事前調査で石綿の有無を確認し、石綿を取り扱う場合は委

託先処理業者への調査結果の伝達、処理業者との処理方法の打合せ等を実施し、適正な処理

を行っている。 
 
 

1. 委託先処理業者に関する情報収集のポイント 
➢ 委託先、または委託を検討している処理業者に行政処分や不適正処理に関する情

報がないかを確認する。 

➢ 自治体ホームページや処理業者の許可情報が掲載されている団体の検索サイトの

確認、各支店の主要な取引先処理業者等への聞き取り、環境関連コンサルタント会

社の行政処分情報照会サービスの利用等の方法で委託先、または委託を検討して

いる処理業者に関する情報を収集する。 

➢ 初めて委託する予定の処理業者については同業他社からも情報を収集し、自社の

視点だけではなく他社の視点による評価を参考にする。 
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➢ 社内システムで、処理業者の許可情報、実地確認の実施状況等を管理し、全社で情

報を共有するとともに、実際の処理委託の内容と許可や委託契約の内容の照合等

を行う。 
 

 

2. 実地確認のポイント 
(1) 主な確認事項 

収集運搬、処分共通事項 

➢ 自社で作成した実地確認に関するチェックリストやガイドラインの内容に基づい

て、産業廃棄物処理業者に実地確認を実施して、施設の処理工程、管理体制、産業

廃棄物の保管状況、近隣住民とのコミュニケーション、従業員のあいさつ対応等を

確認する。 

処分施設への確認事項 

➢ 工事現場から産業廃棄物の排出ができずに、現場に産業廃棄物が滞留するという

事態になることを防止するために、産業廃棄物の保管状況（施設に廃棄物が山積み

になっていないこと）、委託する産業廃棄物が適正に処理できる処理工程であるこ

とを確認する。 

➢ 委託契約書に記載された販売先にリサイクル製品が販売されていること、産業廃

棄物の受入量と販売数量の極端な相違がないこと等を確認し、受け入れた産業廃

棄物が滞りなく、処理、リサイクルされていることを確認する。 

➢ 焼却の場合は、熱回収を行っているかを確認する。 

➢ 処理困難物等の 2 次委託先との契約書や 2 次マニフェストの内容、2 次委託先で

の処理状況を確認する。 

➢ 最終処分場では、残余年数や次期計画等を確認し、契約継続が可能かを検討する。 

収集運搬業者への確認事項 

➢ 収集運搬車両の表示や許可証の写しを車両に携帯しているかを確認する。 

➢ 積荷の状況、運搬経路、積替保管がある場合は施設の保管状況を確認する。 

➢ 運搬車両を追跡し、事前に定めた運搬経路のとおりに運行されていることを確認

する。 

 

(2) 実地確認の実施方法 

➢ 本社または支店の産業廃棄物担当部署、工事現場担当者が委託契約時に実地確認

を実施する。 

➢ 自治体条例による実地確認の実施義務の有無に関わらず、既に契約を締結してい

る処理業者に対して、定期的に（例えば年に 1 回）、実地確認を実施する。 

➢ 直接、委託契約を締結していない最終処分業者に対しても定期的に実地確認を行

うことが望ましいが、実施できない場合は、中間処理業者による最終処分業者への

実地確認の実施状況を確認する方法がある。 
 

 

3. 委託先処理業者選定のポイント 
➢ 自社で委託先処理業者の選定基準を定め、委託する産業廃棄物に関する許可を有

していること（許可品目、許可期限、許可エリア等を確認）に加えて、リサイクル

可能であること、排出事業場から近距離であること等、選定基準を満足する処理業

者を選定する。 

➢ 処理料金が安すぎると判断した場合は、処理業者に対して処理料金が安い事情を

聞き取ることとし、適正な理由がなく処理料金が安すぎるという場合は選定しな

い。 

➢ 過去の法違反等の状況を考慮して、処理業者を選定する。不適正処理、その他法違

反を犯したという情報を入手した場合は取引きしない。 
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➢ 可能な限り、電子マニフェストの使用ができる処理業者を選定する、または、電子

マニフェストの使用を選定の必須条件とする。 

 

 

4. 委託契約のポイント 
➢ 自社で定めた基準に基づいて選定した処理業者と、産業廃棄物処理委託契約を締

結する。 

➢ 契約締結の際に、再度、委託先処理業者の許可証の品目と委託契約する品目の照合

を行う。 

➢ 委託契約書は、業界団体等が作成した契約書のひな形等を参考に、廃棄物処理法で

定める法定記載事項のほかに、反社会勢力排除、支払条件、情報セキュリティ等の

必要な項目を付け加えて、作成する。 

➢ 委託を継続する場合も、毎年、または数年に 1 回等定期的に契約内容を見直し、契

約を締結する。 

➢ ASP※のサービスを使用し電子契約を締結する方法がある。 

 

※ ASP とは「Application Service Provider」の略で、業務用ソフトをインターネ

ット等を通じて顧客に提供する事業者のこと。利用者はインターネット経由で

ASP の保有するサーバにアクセスして、マニフェスト等の廃棄物管理に関する

業務用ソフトを利用する。（本章では以下同じ。） 

 

 

5. 事前打合せ・産業廃棄物の引渡し時の手順のポイント 
➢ 委託前に委託先処理業者と打合せを行い、必要に応じて処理業者による排出現場

の確認や処理業者への必要な情報提供等を行う。打合せの実施により確認した産

業廃棄物の性状、荷姿等を契約書に反映する。 

➢ 解体工事等の工事開始前の石綿の有無の事前調査で発じん性レベル 1～3 を確認

し、調査結果を委託先の処分業者に伝達する。 

➢ 委託前に、産業廃棄物の引渡方法、積込手順、電子マニフェストの運用方法、過積

載の防止対策等について、打合せを行う。 

➢ 取扱いに注意を要する産業廃棄物や異物が混入した産業廃棄物の情報について、

マニフェストに記載して情報伝達するという方法もある。 

 

 

6. 電子マニフェスト使用のポイント 
(1) 電子マニフェストの運用方法 

➢ 産業廃棄物を収集運搬業者に引き渡した際に、電子マニフェスト情報を登録する。 

➢ 電子マニフェストの画面上で運搬、処分、最終処分が終了したことを確認する。 

➢ ASP が提供する機能を用いて、委託契約情報を管理し、委託契約を締結していな

い品目については、電子マニフェスト登録ができないように設定する方法がある。 
 

(2) 電子マニフェスト導入の経緯 

➢ 電子マニフェスト導入説明会に参加し、業務量の軽減、法令遵守等の導入のメリッ

トを把握する。メリット等が感じられたことから電子マニフェストを導入したと

いう事例がある。 

➢ 下請けとなった際に元請けの大手建設業者からの働きかけ、自治体の環境部局か

らの働きかけ等により、電子マニフェストを導入したという事例がある。 
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(3) 電子マニフェスト導入の効果 

➢ 電子マニフェストの導入により、マニフェストに関する業務量が軽減し、効率的に

マニフェストの管理ができるようになる。また、マニフェストの交付漏れ、記入漏

れ、紛失等のリスクがなくなり、適正処理が推進される。 

➢ 処理終了報告状況が一覧表で確認できるほか、処理終了報告の確認期限のアラー

トにより処理終了報告の確認漏れを防止できる。 

 

(4) 電子マニフェスト情報の活用方法 

➢ 現場で排出される廃棄物の種類、量等の状況の把握に活用する。 

➢ マニフェスト情報を社内の産業廃棄物システムに取り込み、多量排出事業者処理

計画の実施状況報告等の自治体（環境部局）への報告書の作成に活用する。 

➢ ASP のサービスを利用して、マニフェスト情報から廃棄物運搬時の CO2排出量を

算出する。 

➢ 金属くず等の有価物や広域認定制度の産業廃棄物の運搬等のマニフェストが不要

な場合も電子マニフェスト登録を行い管理する。 
 

 

7. 工事現場での廃棄物の保管から処理までの管理のポイント 
➢ 産業廃棄物の種類別に保管方法、最大保管量等を規定し、現場の職員や各協力会社

に周知・徹底する。 

➢ 現場担当者は、産業廃棄物の保管場所を社内のチェックリストにより定期的に確

認する。現場担当者と委託先処理業者が協同で、各工事現場に合った分別表を作成

し保管場所に掲示している事例もある。 

➢ 工事現場の産業廃棄物の保管場所は限られているため、頻繁に産業廃棄物の回収

を処理業者に依頼して、現場内に設けた産業廃棄物保管用のコンテナから産業廃

棄物があふれないようにする。 

➢ 運搬車両の荷台の積載可能な量を把握し、過積載とならないよう、産業廃棄物を積

み込む。必要に応じて、簡易積載荷重計の使用等により、積載重量を管理する。 

➢ 収集運搬業者に対して運搬経路を指定するほか、正しい運行経路を通って運行し

ていることを追跡確認する。 
 

 

8. その他適正処理の取組みのポイント 
➢ 環境や産業廃棄物に関する社員研修を定期的に実施して、現場の担当者の産業廃

棄物に関する知識の習得や向上に努める。 

➢ 実地確認のほか、安全衛生協議会等の会議で定期的に処理業者と打合せを実施す

る。 

➢ 多数の委託先と契約を締結することにより、同じ品目で複数の委託先が確保され、

自然災害等で委託先処理業者の廃棄物受入れが停止する等の緊急時でも、契約を

した他の委託先により処理が円滑に行われる体制を整えておく。 

➢ 舗装工事では、決められた時間（夜間、土日祝日等含む）に施工する必要があるた

め、アスファルト材料の搬入状況を考慮の上、産業廃棄物の搬出スケジュール等に

ついて、合材工場と綿密な打合せを実施し、工事現場とアスファルト合材工場間の

運行を厳格に管理する。 

➢ 産業廃棄物を受け入れるアスファルト合材工場は、アスファルト塊とコンクリー

ト塊の混載は受け入れられないことを排出事業者に伝えて、分別の徹底を依頼す

る。ダンプアップ時の目視確認ですぐにわかるような異物が持ち込まれた場合は、

産業廃棄物を持ち帰らせ、必要に応じて排出現場や排出事業者の事務所等に赴い

て分別方法に関する口頭での注意を行い、異物混入を繰り返す業者は出入禁止と

する。また、マニフェストを持参していない場合は産業廃棄物を受け入れない。 
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第 3章 参考資料リンク集 
 

 「排出事業者責任に基づく措置に係る指導について（通知）」，環境省 

https://www.env.go.jp/recycle/waste/haisyutsu.html 

 

 「排出事業者責任に基づく措置に係る指導について（通知）」により示された「排出事

業者責任に基づく措置に係るチェックリスト」，環境省（平成 29 年 6 月） 

http://www.env.go.jp/hourei/add/k060.pdf 

 

 建設廃棄物処理指針（平成 22 年度版），環境省（平成 23 年 3 月） 

https://www.env.go.jp/hourei/add/k035.pdf  

 

 実地確認チェックリスト，（公社）全国産業資源循環連合会 

https://www.zensanpairen.or.jp/exhaust/checklist/ 

 

 廃棄物情報の提供に関するガイドライン（第 2 版），環境省（平成 25 年 6 月） 

http://www.env.go.jp/recycle/misc/wds/ 

 

 産業廃棄物処理業者検索「さんぱいくん」，（公財）産業廃棄物処理事業振興財団 

http://www2.sanpainet.or.jp/zyohou/index.php 

 

 産業廃棄物処理委託契約，（公社）全国産業資源循環連合会 

https://www.zensanpairen.or.jp/disposal/agreement/ 

 

 産業廃棄物処理委託モデル契約書，東京都環境局 

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/resource/industrial_waste/on_waste/keiyaku

syo.html 

 

 JWNET（廃棄物処理法に基づく電子マニフェスト），（公財）日本産業廃棄物処理振

興センター 

https://www.jwnet.or.jp/jwnet/index.html 

 

 （一社）日本建設業連合会，環境 

https://www.nikkenren.com/kankyou/ 

 

 （一社）全国建設業協会 

https://www.zenken-net.or.jp/ 

 

 （一社）住宅生産団体連合会，環境委員会 

https://www.judanren.or.jp/activity/committee/kankyo.html#katudo 

 

 （一社）日本道路建設業協会 

http://www.dohkenkyo.or.jp/index.html 

 

 電子マニフェスト普及促進に関する調査，（公財）日本産業廃棄物処理振興センター 

https://www.jwnet.or.jp/info/chousa/bunrui2.html  

 

 産業廃棄物処理関連リンク集，（公財）日本産業廃棄物処理振興センター 

https://www.jwnet.or.jp/link/index.html 

  

https://www.env.go.jp/recycle/waste/haisyutsu.html
http://www.env.go.jp/hourei/add/k060.pdf
https://www.env.go.jp/hourei/add/k035.pdf
https://www.zensanpairen.or.jp/exhaust/checklist/
http://www.env.go.jp/recycle/misc/wds/
http://www2.sanpainet.or.jp/zyohou/index.php
https://www.zensanpairen.or.jp/disposal/agreement/
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/resource/industrial_waste/on_waste/keiyakusyo.html
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/resource/industrial_waste/on_waste/keiyakusyo.html
https://www.jwnet.or.jp/jwnet/index.html
https://www.nikkenren.com/kankyou/
https://www.zenken-net.or.jp/
https://www.judanren.or.jp/activity/committee/kankyo.html#katudo
http://www.dohkenkyo.or.jp/index.html
https://www.jwnet.or.jp/info/chousa/bunrui2.html
https://www.jwnet.or.jp/link/index.html
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